
現
行

改
革

後
(2

0
2
1
年

4
月
～

)

人 文 社 会 科 学 研 究 科

文 化 科 学 専 攻 社 会 科 学 専 攻

１
２
名

１
３
名

人
文

社
会
科
学
研
究
科
改
革
の
概
要

教
員

8
5
名

8
9
名

A
タ
イ
プ
：
一
般
専
門
教
育

専
門

深
化
と
多
様
な
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応

・
専
門
基
礎
教
育

・
専
門
深
化
の
重
視

B
タ
イ
プ
：
リ
カ
レ
ン
ト
専
門
教
育

自
由

度
の
高
い
履
修

・
専
門
基
礎
教
育

・
社
会
人
の
教
養
の
充
実

C
タ
イ
プ
：
留
学
生
専
門
教
育

留
学

生
へ
の
組
織
的
な
対
応

・
専
門
基
礎
教
育

・
修
了
要
件
外
の
教
育
支
援
も
含
め
た
日

本
語
教
育
の
推
進

現
代

社
会

学
科

＜
メ
デ
ィ
ア
文
化
メ
ジ
ャ
ー

国
際

・
地

域
共

創
メ
ジ
ャ
ー
＞

法
律

経
済

学
科

＜
法
学
メ
ジ
ャ
ー

経
済
学
・
経

営
学

メ
ジ
ャ
ー
＞

人
間

文
化

学
科

＜
文
芸
・
思
想
メ
ジ
ャ
ー

歴
史

・
考

古
学

メ
ジ
ャ
ー

心
理

・
人

間
科

学
メ
ジ
ャ
ー
＞

履
修

タ
イ
プ

教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム

・
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
養
成

・
人

文
社

会
系
サ
ス
テ
イ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
学

人
間
文
化
コ
ー
ス

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
コ
ー
ス

法
学
・
行
政

学
コ
ー
ス

経
済
学
・
経

営
学
コ
ー
ス

地
域
研
究
・
社
会
学
コ
ー
ス

地
域
政
策
研

究
（
社
会
人
）
コ
ー
ス

教 育 学 研 究 科 か ら ６ 名

２
５
名

文
芸

・
思
想
コ
ー
ス

歴
史

・
考
古
学
コ
ー
ス

心
理

・
人
間
科
学
コ
ー
ス

メ
デ
ィ
ア
・
情
報
社
会
コ
ー
ス

国
際

・
地
域
共
創
コ
ー
ス

法
学

・
行
政
学
コ
ー
ス

経
済
学
・
経
営
学
コ
ー
ス

2
0
1
7
年
度
改
組

コ
ー
ス

体 系 化 し た カ リ キ ュ ラ ム

人 文 社 会 科 学 研 究 科

人 文 科 学 専 攻 社 会 科 学 専 攻

１
４
名

１
７
名

学 位( 学 術 ）

３
１
名

人
文

社
会
系
サ
ス
テ
イ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
学

プ
ロ
グ
ラ
ム

■
深
い
専
門
性
と
幅
広
い
視
野
を
養
う
，
メ
ジ
ャ
ー
・
サ

ブ
メ
ジ
ャ
ー
制

■
内
外
の
「
地
域
」
で
，
さ
ま
ざ
ま
な
人
と
か

か
わ

り
，
学

ぶ
，
ア
ク
テ
ィ
ブ
・
ラ
ー
ニ
ン
グ

学 位( 学 術 ）

名 称 変 更

コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン コ ー ス の

メ デ ィ ア ・ 情 報 社 会 か ら ２ 名

人
文

社
会

科
学

部

特 徴

「
地
域
貢
献
を
め
ざ
し
て
人
文
社
会
科
学
部
を

新
設
し
た
。
学
生
に
複
数
の
専
攻
を
持
た
せ
，

視
野
の
広
い
人
材
を
育

て
る
。
文
科
省
は
少
子

化
に
対
応
し
て
人
文
系
学
部
の
縮
小
を
求
め
て

い
る
が
，
先
手
を
打
っ
て
大
学
自
身
が
改
革
に

乗
り
出
し
た
。
」
【

H2
9/

8/
21

日
経
新
聞
社
説
】

2
0
2
0
年
度

卒
業
進
学

H2
8年

17
96

人
（志

願
倍
率

4.
5倍

）
H2

9年
14

15
人
（志

願
倍
率

3.
9倍

）
H3

0年
17

95
人
（志

願
倍
率

5.
0倍

）
H3

1年
19

50
人
（志

願
倍
率

5.
4倍

志
願
者
の
上
昇

社
会

か
ら
の
評
価

公
認
心
理
師
コ
ー
ス

地
域
政
策
研
究
（
社
会
人
）
コ
ー
ス

【
資

料
１
】
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専⾨分野の学⼒・
研究遂⾏能⼒

世界の俯瞰的理解
多様化する社会に
おけるコミュニ
ケーション能⼒

社会⼈としての
姿勢

地域活性化志向

⼈間システム基礎論Ⅰ ○ ○
⼈間システム基礎論Ⅱ ○ ○ ○ ○
アカデミック・プレゼンテーション ○ ○
アカデミック・ディスカッション ○ ○
持続社会システム論Ⅰ
持続社会システム論Ⅱ ○ ○ ○
国際コミュニケーション基礎A     ○ ○
国際コミュニケーション基礎B     ○ ○
実践国際コミュニケーションA     ○ ○
実践国際コミュニケーションB     ○ ○
⾷料の安定⽣産と農学
地球環境システム論Ⅰ ○ ○
地球環境システム論Ⅱ ○
学術情報リテラシー ○ ○
科学と倫理 ○ ○
原⼦科学と倫理
知的所有権特論 ○ ○
霞ヶ浦環境科学概論 ○ ○
バイオテクノロジーと社会 ○
研究と教育ー知の往還をめぐってー   〇 〇 〇
環境情報センシング特論 〇 〇
地域サスティナビリティ農学概論    〇 〇
テクノロジーと⼈間社会Ⅰ ◎ 〇 〇 △
テクノロジーと⼈間社会Ⅱ ◎ 〇 〇 △
専⾨基礎科⽬ ◎ 〇
持続可能なコミュニティ・デザイン論  〇 〇 〇 〇 ◎
英語講読Ⅰ 〇 〇 ◎
英語講読Ⅱ 〇 〇 ◎
英⽂修辞法Ⅰ 〇 〇 ◎
英⽂修辞法Ⅱ 〇 〇 ◎
英語⾳声表現演習Ⅰ 〇 〇 ◎
英語⾳声表現演習Ⅱ 〇 〇 ◎
⽇本語表現法 〇 ◎
インターンシップ 〇 〇 ◎ 〇
実践的キャリアデザイン論 〇 ◎ ◎
⾼度情報処理 〇
⽇本思想史研究Ⅰ ◎ ◎
⽇本思想史研究Ⅱ ◎ ◎
⽇本思想史演習Ⅰ ◎ ◎
⽇本思想史演習Ⅱ ◎ ◎
実践哲学研究Ⅰ ◎ ◎ 〇
実践哲学研究Ⅱ ◎ ◎ 〇
実践哲学演習Ⅰ ◎ ◎ 〇
実践哲学演習Ⅱ ◎ ◎ 〇
⽇本古典・近代語研究Ⅰ ◎ ◎
⽇本古典・近代語研究Ⅱ ◎ ◎
⽇本古典・近代語演習Ⅰ ◎ ◎
⽇本古典・近代語演習Ⅱ ◎ ◎
⽇本古典⽂学研究Ⅰ ◎ ◎ 〇
⽇本古典⽂学研究Ⅱ ◎ ◎ 〇
⽇本古典⽂学演習Ⅰ ◎ ◎ 〇
⽇本古典⽂学演習Ⅱ ◎ ◎ 〇
⽇本近代⽂学研究Ⅰ ◎ ◎
⽇本近代⽂学研究Ⅱ ◎ ◎
⽇本近代⽂学演習Ⅰ ◎ ◎
⽇本近代⽂学演習Ⅱ ◎ ◎
中国思想史研究Ⅰ ◎ ◎

科⽬区分 授業科⽬名

【⽂芸・思想コース】

コ
ア
専
⾨
科
⽬

専
攻
科
⽬

 能⼒の向上が⼤いに期待できる：◎、能⼒の向上が期待できる：〇、関連する内容を含
 む：△

ディプロマ・ポリシー

共
通
科
⽬

⼤
学
院
共
通
科
⽬

研究科共
通科⽬

キ
ャ
リ
ア
⽀
援
科
⽬

【資料２】
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専⾨分野の学⼒・
研究遂⾏能⼒

世界の俯瞰的理解
多様化する社会に
おけるコミュニ
ケーション能⼒

社会⼈としての
姿勢

地域活性化志向
科⽬区分 授業科⽬名

【⽂芸・思想コース】
 能⼒の向上が⼤いに期待できる：◎、能⼒の向上が期待できる：〇、関連する内容を含
 む：△

ディプロマ・ポリシー

中国思想史研究Ⅱ ◎ ◎
中国思想史演習Ⅰ ◎ ◎
中国思想史演習Ⅱ ◎ ◎
中国近現代⽂学研究Ⅰ ◎ ◎ 〇
中国近現代⽂学研究Ⅱ ◎ ◎ 〇
中国近現代⽂学演習Ⅰ ◎ ◎ 〇
中国近現代⽂学演習Ⅱ ◎ ◎ 〇
フランス⽂学研究Ⅰ ◎ ◎ 〇
フランス⽂学研究Ⅱ ◎ ◎ 〇
フランス⽂学演習Ⅰ ◎ ◎ 〇
フランス⽂学演習Ⅱ ◎ ◎ 〇
美術史学研究Ⅰ ◎ ◎ 〇
美術史学研究Ⅱ ◎ ◎ 〇
フランス美術史研究Ⅰ ◎ ◎ 〇
フランス美術史研究Ⅱ ◎ ◎ 〇
英語学研究Ⅰ ◎ ◎
英語学研究Ⅱ ◎ ◎
英語学演習Ⅰ ◎ ◎
英語学演習Ⅱ ◎ ◎
イギリス⽂学研究Ⅰ ◎ ◎ 〇 〇
イギリス⽂学研究Ⅱ ◎ ◎ 〇 〇
イギリス⽂学演習Ⅰ ◎ ◎ 〇 〇
イギリス⽂学演習Ⅱ ◎ ◎ 〇 〇
アメリカ⽂学研究Ⅰ ◎ ◎
アメリカ⽂学研究Ⅱ ◎ ◎
アメリカ⽂学演習Ⅰ ◎ ◎ 〇
アメリカ⽂学演習Ⅱ ◎ ◎ 〇
応⽤⾔語学研究Ⅰ ◎ ◎ 〇
応⽤⾔語学研究Ⅱ ◎ ◎ 〇
応⽤⾔語学演習Ⅰ ◎ ◎ 〇
応⽤⾔語学演習Ⅱ ◎ ◎ 〇
⾔語⽂法論研究Ⅰ ◎ ◎
⾔語⽂法論研究Ⅱ ◎ ◎
⾔語⽂法論演習Ⅰ ◎ ◎
⾔語⽂法論演習Ⅱ ◎ ◎
社会⾔語学研究Ⅰ ◎ ◎
社会⾔語学研究Ⅱ ◎ ◎ 〇
社会⾔語学演習Ⅰ ◎ 〇 ◎
社会⾔語学演習Ⅱ ◎ 〇 ◎
⼈⽂科学研究法            ◎
専⾨基礎演習             ◎
課題研究演習Ⅰ            ◎
課題研究演習Ⅱ            ◎

研究指導
科⽬

専
攻
科
⽬

コ
ア
専
⾨
科
⽬
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専⾨分野の学⼒・
研究遂⾏能⼒

世界の俯瞰的理解
多様化する社会に
おけるコミュニ
ケーション能⼒

社会⼈としての
姿勢

地域活性化志向

⼈間システム基礎論Ⅰ         ○ ○
⼈間システム基礎論Ⅱ         ○ ○ ○ ○
アカデミック・プレゼンテーション   ○ ○
アカデミック・ディスカッション    ○ ○
持続社会システム論Ⅰ        
持続社会システム論Ⅱ         ○ ○ ○
国際コミュニケーション基礎A     ○ ○
国際コミュニケーション基礎B     ○ ○
実践国際コミュニケーションA     ○ ○
実践国際コミュニケーションB     ○ ○
⾷料の安定⽣産と農学        
地球環境システム論Ⅰ         ○ ○
地球環境システム論Ⅱ         ○
学術情報リテラシー          ○ ○
科学と倫理              ○ ○
原⼦科学と倫理           
知的所有権特論            ○ ○
霞ヶ浦環境科学概論         ○ ○
バイオテクノロジーと社会      ○
研究と教育ー知の往還をめぐってー   〇 〇 〇
環境情報センシング特論        〇 〇
地域サスティナビリティ農学概論    〇 〇
テクノロジーと⼈間社会Ⅰ       ◎ 〇 〇 △
テクノロジーと⼈間社会Ⅱ       ◎ 〇 〇 △
専⾨基礎科⽬             ◎ 〇
持続可能なコミュニティ・デザイン論  〇 〇 〇 〇 ◎
英語講読Ⅰ              〇 〇 ◎
英語講読Ⅱ              〇 〇 ◎
英⽂修辞法Ⅰ             〇 〇 ◎
英⽂修辞法Ⅱ             〇 〇 ◎
英語⾳声表現演習Ⅰ          〇 〇 ◎
英語⾳声表現演習Ⅱ          〇 〇 ◎
⽇本語表現法             〇 ◎
インターンシップ           〇 〇 ◎ 〇
実践的キャリアデザイン論       〇 ◎ ◎
⾼度情報処理             〇
考古学研究Ⅰ ◎ 〇 〇 〇 ◎
考古学研究Ⅱ ◎ 〇 〇 〇 ◎
⽇本考古学研究Ⅰ ◎ ◎ 〇 ◎
⽇本考古学研究Ⅱ ◎ 〇 〇 ◎
中国考古⽂化研究Ⅰ ◎ 〇
中国考古⽂化研究Ⅱ ◎ 〇
中国考古学研究Ⅰ ◎ 〇
中国考古学研究Ⅱ ◎ 〇
⽇本⽂化史研究Ⅰ ◎ 〇 ◎
⽇本⽂化史研究Ⅱ ◎ 〇 ◎
⽇本古代中世史研究Ⅰ ◎ △ 〇 ◎
⽇本古代中世史研究Ⅱ ◎ 〇 ◎
⽇本政治史研究Ⅰ ◎ ◎
⽇本政治史研究Ⅱ ◎ ◎
⽇本近世史研究Ⅰ ◎ ◎
⽇本近世史研究Ⅱ ◎ ◎
⽇本社会史研究Ⅰ ◎ 〇 ◎
⽇本社会史研究Ⅱ ◎ 〇 ◎
⽇本近現代史研究Ⅰ ◎ 〇 ◎
⽇本近現代史研究Ⅱ ◎ 〇 ◎
ユーラシア歴史⽂化研究Ⅰ ◎
ユーラシア歴史⽂化研究Ⅱ ◎
ユーラシア歴史社会研究Ⅰ ◎
ユーラシア歴史社会研究Ⅱ ◎
アジア歴史⽂化研究Ⅰ ◎
アジア歴史⽂化研究Ⅱ ◎

 能⼒の向上が⼤いに期待できる：◎、能⼒の向上が期待できる：〇、関連する内容を含
 む：△

科⽬区分 授業科⽬名

【歴史・考古学コース】

ディプロマ・ポリシー

共
通
科
⽬

⼤
学
院
共
通
科
⽬

研究科共
通科⽬

キ
ャ
リ
ア
⽀
援
科
⽬

専
攻
科
⽬

コ
ア
専
⾨
科
⽬

4



専⾨分野の学⼒・
研究遂⾏能⼒

世界の俯瞰的理解
多様化する社会に
おけるコミュニ
ケーション能⼒

社会⼈としての
姿勢

地域活性化志向

 能⼒の向上が⼤いに期待できる：◎、能⼒の向上が期待できる：〇、関連する内容を含
 む：△

科⽬区分 授業科⽬名

【歴史・考古学コース】

ディプロマ・ポリシー

アジア歴史社会研究Ⅰ ◎
アジア歴史社会研究Ⅱ ◎
ヨーロッパ社会史研究Ⅰ ◎ ◎ 〇
ヨーロッパ社会史研究Ⅱ ◎ ◎ 〇
ヨーロッパ政治史研究Ⅰ ◎ ◎ 〇
ヨーロッパ政治史研究Ⅱ ◎ ◎ 〇
ヨーロッパ歴史⽂化研究Ⅰ ◎ ◎ 〇
ヨーロッパ歴史⽂化研究Ⅱ ◎ ◎ 〇
ヨーロッパ近現代史研究Ⅰ ◎ ◎ 〇
ヨーロッパ近現代史研究Ⅱ ◎ ◎ 〇
⼈⽂科学研究法            ◎
専⾨基礎演習             ◎
課題研究演習Ⅰ            ◎
課題研究演習Ⅱ            ◎

コ
ア
専
⾨
科
⽬

研究指導
科⽬

専
攻
科
⽬
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専⾨分野の学⼒・
研究遂⾏能⼒

世界の俯瞰的理解
多様化する社会に
おけるコミュニ
ケーション能⼒

社会⼈としての
姿勢

地域活性化志向

⼈間システム基礎論Ⅰ         ○ ○
⼈間システム基礎論Ⅱ         ○ ○ ○ ○
アカデミック・プレゼンテーション   ○ ○
アカデミック・ディスカッション    ○ ○
持続社会システム論Ⅰ        
持続社会システム論Ⅱ         ○ ○ ○
国際コミュニケーション基礎A     ○ ○
国際コミュニケーション基礎B     ○ ○
実践国際コミュニケーションA     ○ ○
実践国際コミュニケーションB     ○ ○
⾷料の安定⽣産と農学        
地球環境システム論Ⅰ         ○ ○
地球環境システム論Ⅱ         ○
学術情報リテラシー          ○ ○
科学と倫理              ○ ○
原⼦科学と倫理           
知的所有権特論            ○ ○
霞ヶ浦環境科学概論          ○ ○
バイオテクノロジーと社会       ○
研究と教育ー知の往還をめぐってー   〇 〇 〇
環境情報センシング特論        〇 〇
地域サスティナビリティ農学概論    〇 〇
テクノロジーと⼈間社会Ⅰ       ◎ 〇 〇 △
テクノロジーと⼈間社会Ⅱ       ◎ 〇 〇 △
専⾨基礎科⽬             ◎ 〇
持続可能なコミュニティ・デザイン論  〇 〇 〇 〇 ◎
英語講読Ⅰ              〇 〇 ◎
英語講読Ⅱ              〇 〇 ◎
英⽂修辞法Ⅰ             〇 〇 ◎
英⽂修辞法Ⅱ             〇 〇 ◎
英語⾳声表現演習Ⅰ          〇 〇 ◎
英語⾳声表現演習Ⅱ          〇 〇 ◎
⽇本語表現法             〇 ◎
インターンシップ           〇 〇 ◎ 〇
実践的キャリアデザイン論       〇 ◎ ◎
⾼度情報処理             〇
⾏動機構論研究Ⅰ           ◎ 〇 ◎
⾏動機構論研究Ⅱ           ◎ 〇 ◎
⾏動機構論演習Ⅰ           ◎ 〇 ◎
⾏動機構論演習Ⅱ           ◎ 〇 ◎
認知⾏動論研究Ⅰ           ◎
認知⾏動論研究Ⅱ           ◎
認知⾏動論演習Ⅰ           ◎
認知⾏動論演習Ⅱ           ◎
家族⼼理論              ◎ 〇
⾏動⽂化論研究Ⅰ           ◎
⾏動⽂化論研究Ⅱ           ◎
⾏動⽂化論演習Ⅰ          ◎
⾏動⽂化論演習Ⅱ           ◎
⽣涯発達論研究Ⅰ           ◎ 〇 ◎
⽣涯発達論研究Ⅱ           ◎ 〇 ◎
⽣涯発達論演習Ⅰ           ◎ 〇 ◎
⽣涯発達論演習Ⅱ           ◎ 〇 ◎
⽂化⼈類学研究Ⅰ           ◎ ◎ 〇
⽂化⼈類学研究Ⅱ           ◎ ◎ 〇
⽂化⼈類学演習Ⅰ           ◎ ◎ 〇
⽂化⼈類学演習Ⅱ           ◎ ◎ 〇
⽐較⽂化論研究Ⅰ           ◎ 〇 〇 〇
⽐較⽂化論研究Ⅱ           ◎ 〇 〇 〇
⽐較⽂化論演習Ⅰ           ◎ 〇 〇 〇
⽐較⽂化論演習Ⅱ           ◎ 〇 〇 〇
⼈⽂科学研究法            ◎

科⽬区分 授業科⽬名

【⼼理・⼈間科学コース】

コ
ア
専
⾨
科
⽬

専
攻
科
⽬

 能⼒の向上が⼤いに期待できる：◎、能⼒の向上が期待できる：〇、関連する内容を含
 む：△

ディプロマ・ポリシー

共
通
科
⽬

⼤
学
院
共
通
科
⽬

研究科共
通科⽬

キ
ャ
リ
ア
⽀
援
科
⽬
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専⾨分野の学⼒・
研究遂⾏能⼒

世界の俯瞰的理解
多様化する社会に
おけるコミュニ
ケーション能⼒

社会⼈としての
姿勢

地域活性化志向
科⽬区分 授業科⽬名

【⼼理・⼈間科学コース】
 能⼒の向上が⼤いに期待できる：◎、能⼒の向上が期待できる：〇、関連する内容を含
 む：△

ディプロマ・ポリシー

専⾨基礎演習             ◎
課題研究演習Ⅰ            ◎
課題研究演習Ⅱ            ◎

研
究

指
導

科
⽬

専
攻

科
⽬
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専⾨分野の学⼒・
研究遂⾏能⼒

世界の俯瞰的理解
多様化する社会に
おけるコミュニ
ケーション能⼒

社会⼈としての
姿勢

地域活性化志向

⼈間システム基礎論Ⅰ         ○ ○
⼈間システム基礎論Ⅱ         ○ ○ ○ ○
アカデミック・プレゼンテーション   ○ ○
アカデミック・ディスカッション    ○ ○
持続社会システム論Ⅰ        
持続社会システム論Ⅱ         ○ ○ ○
国際コミュニケーション基礎A     ○ ○
国際コミュニケーション基礎B     ○ ○
実践国際コミュニケーションA     ○ ○
実践国際コミュニケーションB     ○ ○
⾷料の安定⽣産と農学        
地球環境システム論Ⅰ         ○ ○
地球環境システム論Ⅱ         ○
学術情報リテラシー          ○ ○
科学と倫理              ○ ○
原⼦科学と倫理           
知的所有権特論            ○ ○
霞ヶ浦環境科学概論          ○ ○
バイオテクノロジーと社会       ○
研究と教育ー知の往還をめぐってー   〇 〇 〇
環境情報センシング特論        〇 〇
地域サスティナビリティ農学概論    〇 〇
テクノロジーと⼈間社会Ⅰ       ◎ 〇 〇 △
テクノロジーと⼈間社会Ⅱ       ◎ 〇 〇 △
専⾨基礎科⽬             ◎ 〇
持続可能なコミュニティ・デザイン論  〇 〇 〇 〇 ◎
英語講読Ⅰ              〇 〇 ◎
英語講読Ⅱ              〇 〇 ◎
英⽂修辞法Ⅰ             〇 〇 ◎
英⽂修辞法Ⅱ             〇 〇 ◎
英語⾳声表現演習Ⅰ          〇 〇 ◎
英語⾳声表現演習Ⅱ          〇 〇 ◎
⽇本語表現法             〇 ◎
インターンシップ           〇 〇 ◎ 〇
実践的キャリアデザイン論       〇 ◎ ◎
⾼度情報処理             〇
福祉分野に関する理論と⽀援の展開 ◎ △ 〇
教育分野に関する理論と⽀援の展開 ◎ 〇 〇
司法・犯罪分野に関する理論と⽀援の展開 ◎ 〇
産業・労働分野に関する理論と⽀援の展開 ◎ ◎
⼼理的アセスメントに関する理論と実践 ◎ 〇 〇
⼼理⽀援に関する理論と実践Ａ ◎
⼼理⽀援に関する理論と実践Ｂ ◎
家族関係・集団・地域社会における⼼理⽀援
に関する理論と実践

◎ 〇

⼼の健康教育に関する理論と実践 ◎ ◎ 〇
⼼理実践実習A ◎ ◎ 〇
⼼理実践実習B ◎ ◎ 〇
⼼理実践実習C ◎ ◎ 〇
⼼理実践実習D ◎ ◎ 〇
⼼理実践実習E ◎ ◎ 〇
⼼理実践実習F ◎ ◎ 〇
保健医療分野に関する理論と⽀援の展開 ◎ 〇
投映法特論 ◎
箱庭療法特論 ◎

科⽬区分 授業科⽬名

【公認⼼理師コース】

ディプロマ・ポリシー

専
攻
科
⽬

 能⼒の向上が⼤いに期待できる：◎、能⼒の向上が期待できる：〇、関連する内容を含
 む：△

コ
ア
専
⾨
科
⽬

共
通
科
⽬

⼤
学
院
共
通
科
⽬

研究科共
通科⽬

キ
ャ
リ
ア
⽀
援
科
⽬
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専⾨分野の学⼒・
研究遂⾏能⼒

世界の俯瞰的理解
多様化する社会に
おけるコミュニ
ケーション能⼒

社会⼈としての
姿勢

地域活性化志向
科⽬区分 授業科⽬名

【公認⼼理師コース】

ディプロマ・ポリシー

 能⼒の向上が⼤いに期待できる：◎、能⼒の向上が期待できる：〇、関連する内容を含
 む：△

⼈⽂科学研究法            ◎
専⾨基礎演習             ◎
課題研究演習Ⅰ            ◎
課題研究演習Ⅱ            ◎

専
攻
科

⽬
研
究
指

導
科
⽬
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専⾨分野の学⼒・
研究遂⾏能⼒

世界の俯瞰的理解
多様化する社会に
おけるコミュニ
ケーション能⼒

社会⼈としての
姿勢

地域活性化志向

⼈間システム基礎論Ⅰ         ○ ○
⼈間システム基礎論Ⅱ         ○ ○ ○ ○
アカデミック・プレゼンテーション   ○ ○
アカデミック・ディスカッション    ○ ○
持続社会システム論Ⅰ        
持続社会システム論Ⅱ         ○ ○ ○
国際コミュニケーション基礎A     ○ ○
国際コミュニケーション基礎B     ○ ○
実践国際コミュニケーションA     ○ ○
実践国際コミュニケーションB     ○ ○
⾷料の安定⽣産と農学        
地球環境システム論Ⅰ        ○ ○
地球環境システム論Ⅱ         ○
学術情報リテラシー          ○ ○
科学と倫理              ○ ○
原⼦科学と倫理           
知的所有権特論            ○ ○
霞ヶ浦環境科学概論          ○ ○
バイオテクノロジーと社会       ○
研究と教育ー知の往還をめぐってー   〇 〇 〇
環境情報センシング特論        〇 〇
地域サスティナビリティ農学概論    〇 〇
テクノロジーと⼈間社会Ⅰ       ◎ 〇 〇 △
テクノロジーと⼈間社会Ⅱ       ◎ 〇 〇 △
専⾨基礎科⽬             ◎ 〇
持続可能なコミュニティ・デザイン論  〇 〇 〇 〇 ◎
英語講読Ⅰ              〇 〇 ◎
英語講読Ⅱ              〇 〇 ◎
英⽂修辞法Ⅰ             〇 〇 ◎
英⽂修辞法Ⅱ             〇 〇 ◎
英語⾳声表現演習Ⅰ          〇 〇 ◎
英語⾳声表現演習Ⅱ          〇 〇 ◎
⽇本語表現法             〇 ◎
インターンシップ           〇 〇 ◎ 〇
実践的キャリアデザイン論       〇 ◎ ◎
⾼度情報処理             〇
現代ジャーナリズム研究 ◎ 〇
マスコミ研究 ◎ 〇
ポピュラー⽂化研究 ◎ 〇
映像メディア研究 ◎ ◎ 〇
メディア⽂化研究 ◎ ◎ 〇
メディア教育論研究 ◎ 〇
電⼦メディア論研究 ◎ 〇 ◎
近代⽇本メディア史研究 ◎ 〇
映像広告研究 ◎
学習デザイン論研究 ◎ △ 〇
情報デザイン研究 ◎ 〇
コミュニケーションデータ分析研究 ◎ 〇
コミュニケーション社会学研究 ◎ 〇
社会科学研究法            ◎
専⾨基礎演習             ◎
課題研究演習Ⅰ            ◎
課題研究演習Ⅱ            ◎

専
攻
科
⽬

コ
ア
専
⾨
科
⽬

研究指導
科⽬

科⽬区分 授業科⽬名

【メディア・情報社会コース】
 能⼒の向上が⼤いに期待できる：◎、能⼒の向上が期待できる：〇、関連する内容を含
 む：△

ディプロマ・ポリシー

共
通
科
⽬

⼤
学
院
共
通
科
⽬

研究科共
通科⽬

キ
ャ
リ
ア
⽀
援
科
⽬
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専⾨分野の学⼒・
研究遂⾏能⼒

世界の俯瞰的理解
多様化する社会に
おけるコミュニ
ケーション能⼒

社会⼈としての
姿勢

地域活性化志向

⼈間システム基礎論Ⅰ         ○ ○
⼈間システム基礎論Ⅱ         ○ ○ ○ ○
アカデミック・プレゼンテーション   ○ ○
アカデミック・ディスカッション    ○ ○
持続社会システム論Ⅰ        
持続社会システム論Ⅱ         ○ ○ ○
国際コミュニケーション基礎A     ○ ○
国際コミュニケーション基礎B     ○ ○
実践国際コミュニケーションA     ○ ○
実践国際コミュニケーションB     ○ ○
⾷料の安定⽣産と農学        
地球環境システム論Ⅰ         ○ ○
地球環境システム論Ⅱ         ○
学術情報リテラシー         ○ ○
科学と倫理              ○ ○
原⼦科学と倫理           
知的所有権特論            ○ ○
霞ヶ浦環境科学概論          ○ ○
バイオテクノロジーと社会       ○
研究と教育ー知の往還をめぐってー   〇 〇 〇
環境情報センシング特論        〇 〇
地域サスティナビリティ農学概論    〇 〇
テクノロジーと⼈間社会Ⅰ       ◎ 〇 〇 △
テクノロジーと⼈間社会Ⅱ       ◎ 〇 〇 △
専⾨基礎科⽬             ◎ 〇
持続可能なコミュニティ・デザイン論  〇 〇 〇 〇 ◎
英語講読Ⅰ              〇 〇 ◎
英語講読Ⅱ              〇 〇 ◎
英⽂修辞法Ⅰ             〇 〇 ◎
英⽂修辞法Ⅱ             〇 〇 ◎
英語⾳声表現演習Ⅰ          〇 〇 ◎
英語⾳声表現演習Ⅱ          〇 〇 ◎
⽇本語表現法             〇 ◎
インターンシップ           〇 〇 ◎ 〇
実践的キャリアデザイン論       〇 ◎ ◎
⾼度情報処理             〇
多⽂化コミュニケーション論研究 ◎ 〇 ◎ 〇
多⽂化関係学研究 ◎ ◎ 〇 〇 ◎
グローバル化と地域開発研究 ◎ ◎ 〇 〇 ◎
持続可能な開発とSDGs研究 ◎ 〇 〇 〇 〇
社会⾏動論研究Ⅰ ◎ 〇 〇
社会⾏動論研究Ⅱ ◎ ◎
社会⾏動論演習Ⅰ ◎ ◎ 〇 〇
社会⾏動論演習Ⅱ ◎ 〇 〇 〇
スポーツ社会研究Ⅰ ◎ 〇 〇
スポーツ社会研究Ⅱ ◎ ◎ 〇
国際政治学研究Ⅰ ◎ ◎ 〇 △ △
国際政治学研究Ⅱ ◎ 〇 △
地⽅⾃治論研究Ⅰ ◎ 〇 〇
地⽅⾃治論研究Ⅱ ◎ 〇
地⽅政治論研究Ⅰ ◎ 〇
地⽅政治論研究Ⅱ ◎ 〇
社会地理学研究Ⅰ ◎ ◎ 〇
社会地理学研究Ⅱ ◎ ◎ 〇
経済地理学研究Ⅰ ◎ ◎
経済地理学研究Ⅱ ◎ ◎
地域社会論研究Ⅰ ◎ ◎ 〇
地域社会論研究Ⅱ ◎ ◎ 〇
環境社会学研究Ⅰ ◎ 〇
環境社会学研究Ⅱ ◎ 〇
社会事業史研究Ⅰ ◎
社会事業史研究Ⅱ ◎

ディプロマ・ポリシー

科⽬区分 授業科⽬名

キ
ャ
リ
ア
⽀
援
科
⽬

研究科共
通科⽬

⼤
学
院
共
通
科
⽬

共
通
科
⽬

【国際・地域共創コース】
 能⼒の向上が⼤いに期待できる：◎、能⼒の向上が期待できる：〇、関連する内容を含
 む：△

専
攻
科
⽬

コ
ア
専
⾨
科
⽬
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専⾨分野の学⼒・
研究遂⾏能⼒

世界の俯瞰的理解
多様化する社会に
おけるコミュニ
ケーション能⼒

社会⼈としての
姿勢

地域活性化志向

ディプロマ・ポリシー

科⽬区分 授業科⽬名

【国際・地域共創コース】
 能⼒の向上が⼤いに期待できる：◎、能⼒の向上が期待できる：〇、関連する内容を含
 む：△

社会調査法研究 ◎
社会意識論研究 ◎
地誌学研究Ⅰ ◎ ◎ ◎ 〇 ◎
地誌学研究Ⅱ ◎ ◎ ◎ 〇 ◎
家族社会学研究Ⅰ ◎ ◎
家族社会学研究Ⅱ ◎ ◎
環境政策・経済学研究Ⅰ ◎ ◎ 〇
環境政策・経済学研究Ⅱ ◎ ◎ 〇
社会科学研究法            ◎
専⾨基礎演習             ◎
課題研究演習Ⅰ            ◎
課題研究演習Ⅱ            ◎

コ
ア
専
⾨
科
⽬

研究指導
科⽬

専
攻
科
⽬

12



専⾨分野の学⼒・
研究遂⾏能⼒

世界の俯瞰的理解
多様化する社会に
おけるコミュニ
ケーション能⼒

社会⼈としての
姿勢

地域活性化志向

⼈間システム基礎論Ⅰ        ○ ○
⼈間システム基礎論Ⅱ         ○ ○ ○ ○
アカデミック・プレゼンテーション   ○ ○
アカデミック・ディスカッション    ○ ○
持続社会システム論Ⅰ        
持続社会システム論Ⅱ         ○ ○ ○
国際コミュニケーション基礎A     ○ ○
国際コミュニケーション基礎B     ○ ○
実践国際コミュニケーションA     ○ ○
実践国際コミュニケーションB     ○ ○
⾷料の安定⽣産と農学        
地球環境システム論Ⅰ         ○ ○
地球環境システム論Ⅱ         ○
学術情報リテラシー          ○ ○
科学と倫理              ○ ○
原⼦科学と倫理           
知的所有権特論            ○ ○
霞ヶ浦環境科学概論          ○ ○
バイオテクノロジーと社会       ○
研究と教育ー知の往還をめぐってー   〇 〇 〇
環境情報センシング特論        〇 〇
地域サスティナビリティ農学概論    〇 〇
テクノロジーと⼈間社会Ⅰ       ◎ 〇 〇 △
テクノロジーと⼈間社会Ⅱ       ◎ 〇 〇 △
専⾨基礎科⽬             ◎ 〇
持続可能なコミュニティ・デザイン論  〇 〇 〇 〇 ◎
英語講読Ⅰ              〇 〇 ◎
英語講読Ⅱ              〇 〇 ◎
英⽂修辞法Ⅰ             〇 〇 ◎
英⽂修辞法Ⅱ             〇 〇 ◎
英語⾳声表現演習Ⅰ         〇 〇 ◎
英語⾳声表現演習Ⅱ          〇 〇 ◎
⽇本語表現法             〇 ◎
インターンシップ           〇 〇 ◎ 〇
実践的キャリアデザイン論       〇 ◎ ◎
⾼度情報処理             〇
憲法研究Ⅰ ◎
憲法研究Ⅱ ◎
⺠法研究ＡⅠ ◎
⺠法研究ＡⅡ ◎
⺠法研究ＢⅠ ◎ ◎
⺠法研究ＢⅡ ◎ ◎
刑法研究Ⅰ ◎
刑法研究Ⅱ ◎
商法・経済法研究Ⅰ ◎
商法・経済法研究Ⅱ ◎ △
労働法研究Ⅰ ◎ 〇 ◎ 〇
労働法研究Ⅱ ◎ 〇 ◎ 〇
社会保障法研究Ⅰ ◎
社会保障法研究Ⅱ ◎
⾏政法研究Ⅰ ◎
⾏政法研究Ⅱ ◎
⽐較法研究Ⅰ ◎ 〇
⽐較法研究Ⅱ ◎ 〇
国際法研究Ⅰ ◎ ◎
国際法研究Ⅱ ◎ ◎
⾏政学研究Ⅰ ◎ ◎ 〇
⾏政学研究Ⅱ ◎ ◎ 〇
公共政策論研究Ⅰ ◎ ◎ 〇 ◎
公共政策論研究Ⅱ ◎ ◎ ◎
公共哲学研究Ⅰ ◎
公共哲学研究Ⅱ ◎

コ
ア
専
⾨
科
⽬

科⽬区分 授業科⽬名

【法学・⾏政学コース】

専
攻
科
⽬

 能⼒の向上が⼤いに期待できる：◎、能⼒の向上が期待できる：〇、関連する内容を含
 む：△

ディプロマ・ポリシー

共
通
科
⽬

⼤
学
院
共
通
科
⽬

研究科共
通科⽬

キ
ャ
リ
ア
⽀
援
科
⽬
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専⾨分野の学⼒・
研究遂⾏能⼒

世界の俯瞰的理解
多様化する社会に
おけるコミュニ
ケーション能⼒

社会⼈としての
姿勢

地域活性化志向
科⽬区分 授業科⽬名

【法学・⾏政学コース】
 能⼒の向上が⼤いに期待できる：◎、能⼒の向上が期待できる：〇、関連する内容を含
 む：△

ディプロマ・ポリシー

社会科学研究法           ◎
専⾨基礎演習            ◎
課題研究演習Ⅰ           ◎
課題研究演習Ⅱ           ◎

研
究
指

導
科
⽬

専
攻
科
⽬
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専⾨分野の学⼒・
研究遂⾏能⼒

世界の俯瞰的理解
多様化する社会に
おけるコミュニ
ケーション能⼒

社会⼈としての
姿勢

地域活性化志向

⼈間システム基礎論Ⅰ        ○ ○
⼈間システム基礎論Ⅱ         ○ ○ ○ ○
アカデミック・プレゼンテーション   ○ ○
アカデミック・ディスカッション    ○ ○
持続社会システム論Ⅰ        
持続社会システム論Ⅱ         ○ ○ ○
国際コミュニケーション基礎A     ○ ○
国際コミュニケーション基礎B     ○ ○
実践国際コミュニケーションA     ○ ○
実践国際コミュニケーションB     ○ ○
⾷料の安定⽣産と農学        
地球環境システム論Ⅰ         ○ ○
地球環境システム論Ⅱ         ○
学術情報リテラシー          ○ ○
科学と倫理              ○ ○
原⼦科学と倫理           
知的所有権特論            ○ ○
霞ヶ浦環境科学概論          ○ ○
バイオテクノロジーと社会       ○
研究と教育ー知の往還をめぐってー   〇 〇 〇
環境情報センシング特論        〇 〇
地域サスティナビリティ農学概論    〇 〇
テクノロジーと⼈間社会Ⅰ       ◎ 〇 〇 △
テクノロジーと⼈間社会Ⅱ       ◎ 〇 〇 △
専⾨基礎科⽬             ◎ 〇
持続可能なコミュニティ・デザイン論  〇 〇 〇 〇 ◎
英語講読Ⅰ              〇 〇 ◎
英語講読Ⅱ              〇 〇 ◎
英⽂修辞法Ⅰ             〇 〇 ◎
英⽂修辞法Ⅱ             〇 〇 ◎
英語⾳声表現演習Ⅰ          〇 〇 ◎
英語⾳声表現演習Ⅱ         〇 〇 ◎
⽇本語表現法             〇 ◎
インターンシップ           〇 〇 ◎ 〇
実践的キャリアデザイン論       〇 ◎ ◎
⾼度情報処理             〇
理論経済学研究Ⅰ ◎ 〇
理論経済学研究Ⅱ ◎ ◎
経済統計研究Ⅰ ◎ ◎
経済統計研究Ⅱ ◎ ◎
経済政策研究Ⅰ ◎
経済政策研究Ⅱ ◎ ◎
財政学研究Ⅰ ◎ 〇
財政学研究Ⅱ ◎ 〇
⾦融論研究Ⅰ ◎ 〇
⾦融論研究Ⅱ ◎ ◎ ◎
労働経済論研究Ⅰ ◎ 〇 〇 〇 〇
労働経済論研究Ⅱ ◎ 〇 〇 〇 〇
経営管理論研究Ⅰ ◎
経営管理論研究Ⅱ ◎
マーケティング論研究Ⅰ ◎
マーケティング論研究Ⅱ ◎
管理会計論研究Ⅰ ◎ 〇
管理会計論研究Ⅱ ◎ 〇
監査論研究Ⅰ ◎ 〇 〇
監査論研究Ⅱ ◎ 〇 〇
経営戦略論研究Ⅰ ◎ 〇
経営戦略論研究Ⅱ ◎ 〇
アジア経済論研究Ⅰ ◎ 〇 〇
アジア経済論研究Ⅱ ◎ 〇 〇
⽇本経済史研究Ⅰ ◎ 〇
⽇本経済史研究Ⅱ ◎ 〇

コ
ア
専
⾨
科
⽬

科⽬区分 授業科⽬名

【経済学・経営学コース】

専
攻
科
⽬

 能⼒の向上が⼤いに期待できる：◎、能⼒の向上が期待できる：〇、関連する内容を含
 む：△

ディプロマ・ポリシー

共
通
科
⽬

⼤
学
院
共
通
科
⽬

研究科共
通科⽬

キ
ャ
リ
ア
⽀
援
科
⽬
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専⾨分野の学⼒・
研究遂⾏能⼒

世界の俯瞰的理解
多様化する社会に
おけるコミュニ
ケーション能⼒

社会⼈としての
姿勢

地域活性化志向
科⽬区分 授業科⽬名

【経済学・経営学コース】
 能⼒の向上が⼤いに期待できる：◎、能⼒の向上が期待できる：〇、関連する内容を含
 む：△

ディプロマ・ポリシー

社会科学研究法            ◎
専⾨基礎演習             ◎
課題研究演習Ⅰ            ◎
課題研究演習Ⅱ            ◎

研
究
指

導
科
⽬

専
攻
科
⽬
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専⾨分野の学⼒・
研究遂⾏能⼒

世界の俯瞰的理解
多様化する社会に
おけるコミュニ
ケーション能⼒

社会⼈としての
姿勢

地域活性化志向

⼈間システム基礎論Ⅰ         ○ ○
⼈間システム基礎論Ⅱ         ○ ○ ○ ○
アカデミック・プレゼンテーション   ○ ○
アカデミック・ディスカッション    ○ ○
持続社会システム論Ⅰ        
持続社会システム論Ⅱ         ○ ○ ○
国際コミュニケーション基礎A     ○ ○
国際コミュニケーション基礎B     ○ ○
実践国際コミュニケーションA     ○ ○
実践国際コミュニケーションB     ○ ○
⾷料の安定⽣産と農学        
地球環境システム論Ⅰ         ○ ○
地球環境システム論Ⅱ         ○
学術情報リテラシー          ○ ○
科学と倫理             ○ ○
原⼦科学と倫理          
知的所有権特論            ○ ○
霞ヶ浦環境科学概論          ○ ○
バイオテクノロジーと社会       ○
研究と教育ー知の往還をめぐってー   〇 〇 〇
環境情報センシング特論       〇 〇
地域サスティナビリティ農学概論   〇 〇
テクノロジーと⼈間社会Ⅰ      ◎ 〇 〇 △
テクノロジーと⼈間社会Ⅱ       ◎ 〇 〇 △
専⾨基礎科⽬             ◎ 〇
持続可能なコミュニティ・デザイン論  〇 〇 〇 〇 ◎
英語講読Ⅰ              〇 〇 ◎
英語講読Ⅱ              〇 〇 ◎
英⽂修辞法Ⅰ             〇 〇 ◎
英⽂修辞法Ⅱ             〇 〇 ◎
英語⾳声表現演習Ⅰ          〇 〇 ◎
英語⾳声表現演習Ⅱ         〇 〇 ◎
⽇本語表現法            〇 ◎
インターンシップ          〇 〇 ◎ 〇
実践的キャリアデザイン論       〇 ◎ ◎
⾼度情報処理             〇
特定テーマ演習 ◎ △ 〇 ◎
地域資源活⽤研究法 ◎ △ 〇 ◎
地域連携創⽣研究演習 〇 △ △ 〇 ◎
⼈⽂科学研究法            ◎
専⾨基礎演習             ◎
政策特定課題研究演習         ◎
政策プレゼン研究演習         ◎

専
攻
科
⽬

コ
ア
専
⾨

科
⽬

研
究
指

導
科
⽬

科⽬区分 授業科⽬名

【地域政策研究（社会⼈）コース】
 能⼒の向上が⼤いに期待できる：◎、能⼒の向上が期待できる：〇、関連する内容を含
 む：△

ディプロマ・ポリシー

共
通
科
⽬

⼤
学
院
共
通
科
⽬

研究科共
通科⽬

キ
ャ
リ
ア
⽀
援
科
⽬

17



人
文

科
学
専
攻
に
お
け
る
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
全
体
像

＊
が
な
い
も
の
は
す
べ
て
２
単
位

日
本

思
想

史
研

究
/演

習
実

践
哲

学
研

究
/演

習
美

術
史

学
研

究
日

本
古

典
･近

代
語

研
究

/演
習

日
本

古
典

文
学

研
究

/演
習

日
本

近
代

文
学

研
究

/演
習

中
国

思
想

史
研

究
/演

習
中

国
近

現
代

文
学

研
究

/演
習

フ
ラ

ン
ス

文
学

研
究

/演
習

フ
ラ

ン
ス

美
術

史
研

究
美

術
史

学
研

究
イ

ギ
リ

ス
文

学
研

究
/演

習
ア

メ
リ

カ
文

学
研

究
/演

習
応

用
言

語
学

研
究

/演
習

英
語

学
研

究
/演

習
言

語
文

法
論

研
究

/演
習

社
会

言
語

学
研

究
/演

習

人
文

社
会

系
サ

ス
テ

イ
ナ

ビ
リ

テ
ィ

学
プ

ロ
グ

ラ
ム

修
了

要
件

：
合

計
３

０
単

位
以

上

2単
位

2単
位

キ
ャ
リ
ア
支
援
科
目

研
究
科
共
通
科
目

大
学
院
共
通
科
目

10
～

14
単

位

コ
ア
専
門
科
目

8～
16

単
位

8～
12

単
位 0～

4単
位

2～
6単

位

拡
充
専
門
科
目 4～

8単
位

2～
6単

位

8単
位

研
究
指
導
科
目

修
士

論
文

（
特

定
課

題
研

究
）

コ
ー

ス
名

称
文
芸
･思
想
コ
ー
ス

歴
史
･考
古
学
コ
ー
ス

心
理
･人
間
科
学
コ
ー
ス

他
コ

ー
ス

・
他

専
攻

の
コ

ア
専

門
科

目
お

よ
び

他
研

究
科

・
他

大
学

院
の

専
門

科
目

日
本

語
表

現
法

＜
修

了
要

件
外

＞

考
古

学
研

究
日

本
考

古
学

研
究

中
国

考
古

文
化

研
究

中
国

考
古

学
研

究
日

本
文

化
史

研
究

日
本

古
代

中
世

史
研

究
日

本
政

治
史

研
究

日
本

近
世

史
研

究
日

本
社

会
史

研
究

日
本

近
現

代
史

研
究

ユ
ー

ラ
シ

ア
歴

史
文

化
研

究
ユ

ー
ラ

シ
ア

歴
史

社
会

研
究

ア
ジ

ア
歴

史
文

化
研

究
ア

ジ
ア

歴
史

社
会

研
究

ヨ
ー

ロ
ッ

パ
社

会
史

研
究

ヨ
ー

ロ
ッ

パ
政

治
史

研
究

ヨ
ー

ロ
ッ

パ
歴

史
文

化
研

究
ヨ

ー
ロ

ッ
パ

近
現

代
史

研
究

行
動

機
構

論
研

究
/演

習
認

知
行

動
論

研
究

/演
習

家
族

心
理

論
研

究
（

Ⅰ
、

Ⅱ
は

な
し

）
行

動
文

化
論

研
究

/演
習

生
涯

発
達

論
研

究
/演

習
文

化
人

類
学

研
究

/演
習

比
較

文
化

論
研

究
/演

習

保
健

医
療

分
野

に
関

す
る

理
論

と
支

援
の

展
開

(必
修

)
福

祉
分

野
に

関
す

る
理

論
と

支
援

の
展

開
(必

修
)

教
育

分
野

に
関

す
る

理
論

と
支

援
の

展
開

(必
修

)
司

法
・

犯
罪

分
野

に
関

す
る

理
論

と
支

援
の

展
開

(必
修

)
産

業
・

労
働

分
野

に
関

す
る

理
論

と
支

援
の

展
開

(必
修

)
心

理
的

ア
セ

ス
メ

ン
ト

に
関

す
る

理
論

と
実

践
(必

修
)

心
理

支
援

に
関

す
る

理
論

と
実

践
Ａ

(必
修

)
家

族
関

係
・

集
団

・
地

域
社

会
に

お
け

る
心

理
支

援
に

関
す

る
理

論
と

実
践

(必
修

)
心

の
健

康
教

育
に

関
す

る
理

論
と

実
践

(必
修

)
心

理
実

践
実

習
（

Ａ
～

F）
(必

修
)

心
理

支
援

に
関

す
る

理
論

と
実

践
Ｂ

（
自

由
）

投
映

法
特

論
（

自
由

）
箱

庭
療

法
特

論
（

自
由

）

実
践

的
キ

ャ
リ

ア
デ

ザ
イ

ン
論

（
）

，
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
な

ど

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
と
人
間
社
会
Ⅰ
(必
修

)，
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
と

人
間

社
会

Ⅱ
,  

持
続

可
能

な
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
デ

ザ
イ

ン
論

，
専

門
基

礎
科

目
＊

各
科

目
1単

位

＊
実

習
Ａ

～
Ｆ

は
各

１
単

位

人
間

シ
ス

テ
ム

基
礎

論
Ⅰ

,  
人

間
シ

ス
テ

ム
基

礎
論

Ⅱ
,ア

カ
デ

ミ
ッ

ク
プ

レ
ゼ

ン
テ

ー
シ

ョ
ン

，
ア

カ
デ

ミ
ッ

ク
デ

ィ
ス

カ
ッ

シ
ョ

ン
,  

持
続

社
会

シ
ス

テ
ム

論
Ⅰ

な
ど

*各
科

目
１

単
位

拡 充 カ リ キ ュ ラ ムコ ア ・ カ リ キ ュ ラ ム

Ａ ＣＢ

Ａ
Ｂ

Ｃ

Ａ
Ｃ

Ｂ

Ａ
Ｃ

Ｂ

Ａ
Ｃ

Ｂ

誰
で

も
選

択
可

能
な

，
専

攻
の

枠
を

超
え

た
サ

ス
テ

イ
ナ

ビ
リ

テ
ィ

学
関

連
の

専
門

科
目

群
と

必
修

の
国

外
・

国
内

演
習

と
で

実
践

的
な

力
も

鍛
え

る
特

徴
的

な
プ

ロ
グ

ラ
ム

留
学

生
の

た
め

の
，

日
本

語
能

力
向

上
の

授
業

課
題

研
究

演
習

Ⅰ
・

Ⅱ
（

必
修

）
専

門
基

礎
演

習
（

必
修

）
人

文
科

学
研

究
法

（
必

修
）

課
題

研
究

演
習

Ⅰ
・

Ⅱ
（

必
修

）
専

門
基

礎
演

習
（

必
修

）
人

文
科

学
研

究
法

（
必

修
）

課
題

研
究

演
習

Ⅰ
・

Ⅱ
（

必
修

）
専

門
基

礎
演

習
(必

修
）

人
文

科
学

研
究

法

修
士

論
文

（
特

定
課

題
研

究
）

修
士

論
文

（
特

定
課

題
研

究
）

修
士

論
文

（
特

定
課

題
研

究
）

課
題

研
究

演
習

Ⅰ
・

Ⅱ
（

必
修

）
専

門
基

礎
演

習
（

必
修

）
人

文
科

学
研

究
法

（
必

修
）

＊
Ⅰ

・
Ⅱ

は
省

略
＊

Ⅰ
・

Ⅱ
は

省
略

＊
Ⅰ

・
Ⅱ

は
省

略

Ｂ

Ａ
Ｃ

Ａ
Ｃ

Ｂ

養
成

す
る

職
種

想
定

す
る

入
学

者

公
認

心
理

師

公
認

心
理

師
を

志
望

す
る

学
部

生
・

社
会

人
学

内
外

の
日

本
人

学
生

・
国

内
大

学
を

卒
業

し
た

留
学

生
，

幅
広

い
層

の
社

会
人

，
さ

ま
ざ

ま
な

国
籍

や
バ

ッ
ク

グ
ラ

ウ
ン

ド
を

も
つ

留
学

生

県
内

外
の

民
間

企
業

の
専

門
職

，
公

務
員

、
教

員
，

進
学

者
公

務
員

専
門

職
（

文
化

財
専

門
職

）
，

学
芸

員
，

文
化

財
専

門
職

，
教

員
県

内
外

の
民

間
企

業
の

専
門

職
，

教
員

，
公

務
員

，
進

学
者

Ａ
Ｃ

Ｂ
Ａ

Ｃ
Ｂ

公
認
心
理
師
コ
ー
ス

Ａ
Ｂ

※
公

認
心

理
師

コ
ー

ス
は

と
も

に
24

単
位

Ａ
Ｂ

2単
位

Ａ
Ｃ

2～
4単

位

【
資
料
３
】
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社
会

科
学
専
攻
に
お
け
る
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
全
体
像

＊
が
な
い
も
の
は
す
べ
て
２
単
位

多
文

化
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

論
研

究
多

文
化

関
係

学
研

究
グ

ロ
ー

バ
ル

化
と

地
域

開
発

研
究

持
続

可
能

な
開

発
と

SD
Gs

研
究

社
会

行
動

論
研

究
/演

習
ス

ポ
ー

ツ
社

会
研

究
国

際
政

治
学

研
究

地
方

政
治

論
研

究
社

会
地

理
学

研
究

経
済

地
理

学
研

究
地

域
社

会
論

研
究

環
境

社
会

学
研

究
社

会
事

業
史

研
究

社
会

意
識

論
研

究
社

会
調

査
法

研
究

地
誌

学
研

究
家

族
社

会
学

研
究

環
境

政
策

・
経

済
学

研
究

人
文

社
会

系
サ

ス
テ

イ
ナ

ビ
リ

テ
ィ

学
プ

ロ
グ

ラ
ム

修
了

要
件

：
合

計
３

０
単

位
以

上

2単
位

2単
位

2単
位

キ
ャ
リ
ア
支
援
科
目

研
究
科
共
通
科
目

大
学
院
共
通
科
目

10
～

14
単

位

コ
ア
専
門
科
目

8～
16

単
位

8～
12

単
位

0～
4単

位

2～
6単

位
4～

8単
位

2～
6単

位

修
士

論
文

（
特

定
課

題
研

究
）

コ
ー

ス
名

称
国
際
・
地
域
共
創
コ
ー
ス

法
学
･行
政
学
コ
ー
ス

他
コ

ー
ス

・
他

専
攻

の
コ

ア
専

門
科

目
お

よ
び

他
研

究
科

・
他

大
学

院
の

専
門

科
目

日
本

語
表

現
法

＜
修

了
要

件
外

＞

憲
法

研
究

民
法

研
究

Ａ
民

法
研

究
Ｂ

刑
法

研
究

商
法

・
経

済
法

研
究

社
会

保
障

法
研

究
行

政
法

研
究

比
較

法
研

究
国

際
法

研
究

行
政

学
研

究
公

共
政

策
論

研
究

公
共

哲
学

研
究

労
働

法
研

究

理
論

経
済

学
研

究
経

済
統

計
研

究
経

済
政

策
研

究
財

政
学

研
究

金
融

論
研

究
労

働
経

済
論

研
究

経
営

管
理

論
研

究
マ

ー
ケ

テ
ィ

ン
グ

論
研

究
管

理
会

計
論

研
究

監
査

論
研

究
経

営
戦

略
論

研
究

ア
ジ

ア
経

済
論

研
究

日
本

経
済

史
研

究

特
定

テ
ー

マ
演

習
地

域
資

源
活

用
研

究
法

地
域

連
携

創
生

研
究

演
習

実
践

的
キ

ャ
リ

ア
デ

ザ
イ

ン
論

（
）

，
イ

ン
タ

ー
ン

シ
ッ

プ
な

ど

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
と
人
間
社
会
Ⅰ
(必
修

)，
テ

ク
ノ

ロ
ジ

ー
と

人
間

社
会

Ⅱ
,  

持
続

可
能

な
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
デ

ザ
イ

ン
論

，
専

門
基

礎
科

目
＊

各
科

目
１

単
位

人
間

シ
ス

テ
ム

基
礎

論
Ⅰ

,  
人

間
シ

ス
テ

ム
基

礎
論

Ⅱ
,ア

カ
デ

ミ
ッ

ク
プ

レ
ゼ

ン
テ

ー
シ

ョ
ン

，
ア

カ
デ

ミ
ッ

ク
デ

ィ
ス

カ
ッ

シ
ョ

ン
,  

持
続

社
会

シ
ス

テ
ム

論
Ⅰ

な
ど

*各
科

目
１

単
位

拡 充 カ リ キ ュ ラ ムコ ア ・ カ リ キ ュ ラ ム

Ａ ＣＢ Ａ
Ｂ

Ｃ Ａ
Ｃ

Ａ
Ｃ

Ｂ

Ａ
Ｃ

Ｂ

誰
で

も
選

択
可

能
な

，
専

攻
の

枠
を

超
え

た
サ

ス
テ

イ
ナ

ビ
リ

テ
ィ

学
関

連
の

専
門

科
目

群
と

必
修

の
国

外
・

国
内

演
習

と
で

実
践

的
な

力
も

鍛
え

る
特

徴
的

な
プ

ロ
グ

ラ
ム

留
学

生
の

た
め

の
，

日
本

語
能

力
向

上
の

授
業

課
題

研
究

演
習

Ⅰ
・

Ⅱ
（

必
修

）
専

門
基

礎
演

習
（

必
修

）
社

会
科

学
研

究
法

（
必

修
）

課
題

研
究

演
習

Ⅰ
・

Ⅱ
（

必
修

）
専

門
基

礎
演

習
（

必
修

）
社

会
科

学
研

究
法

（
必

修
）

課
題

研
究

演
習

Ⅰ
・

Ⅱ
（

必
修

）
専

門
基

礎
演

習
（

必
修

）
社

会
科

学
研

究
法

（
必

修
）

修
士

論
文

（
特

定
課

題
研

究
）

修
士

論
文

（
特

定
課

題
研

究
）

修
士

論
文

（
特

定
課

題
研

究
）

修
士

論
文

（
特

定
課

題
研

究
）

課
題

研
究

演
習

Ⅰ
・

Ⅱ
（

必
修

）
専

門
基

礎
演

習
（

必
修

）
社

会
科

学
研

究
法

(必
修

)

現
代

ジ
ャ

ー
ナ

リ
ズ

ム
研

究
マ

ス
コ

ミ
研

究
ポ

ピ
ュ

ラ
ー

文
化

研
究

映
像

メ
デ

ィ
ア

研
究

メ
デ

ィ
ア

文
化

研
究

メ
デ

ィ
ア

教
育

論
研

究
電

子
メ

デ
ィ

ア
論

研
究

近
代

日
本

メ
デ

ィ
ア

史
研

究
映

像
広

告
論

研
究

学
修

デ
ザ

イ
ン

論
研

究
情

報
デ

ザ
イ

ン
研

究
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

デ
ー

タ
分

析
研

究
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

社
会

学
研

究 メ
デ
ィ
ア
・
情
報
社
会
コ
ー
ス

経
済
学
・
経
営
学
コ
ー
ス

拡
充
専
門
科
目

＊
Ⅰ

・
Ⅱ

は
省

略
＊

Ⅰ
・

Ⅱ
は

省
略

＊
Ⅰ

・
Ⅱ

は
省

略

Ａ
Ｃ

政
策

特
定

課
題

研
究

演
習

（
必

修
）

政
策

プ
レ

ゼ
ン

研
究

演
習

（
必

修
）

専
門

基
礎

演
習

（
必

修
）

社
会

科
学

研
究

法
（

必
修

）

政
策

立
案

部
署

の
中

核
職

員
な

ど
，

高
度

専
門

職
業

人
と

し
て

の
ス

キ
ル

ア
ッ

プ
養

成
す

る
職

種

想
定

す
る

入
学

者
自

治
体

職
員

，
地

方
議

会
議

員
学

内
外

の
日

本
人

学
生

・
国

内
大

学
を

卒
業

し
た

留
学

生
，

幅
広

い
層

の
社

会
人

，
さ

ま
ざ

ま
な

国
籍

や
バ

ッ
ク

グ
ラ

ウ
ン

ド
を

も
つ

留
学

生

地
域
政
策
研
究
（
社
会
人
）
コ
ー
ス Ｂ

Ａ
Ｃ

Ｂ
Ａ

Ｃ
Ｂ

Ａ
Ｃ

Ｂ
Ａ

Ｃ
Ｂ

マ
ス

コ
ミ

関
連

企
業

，
県

内
外

の
民

間
企

業
の

専
門

職
Ｎ

Ｇ
Ｏ

・
Ｎ

Ｐ
Ｏ

職
員

，
県

内
外

の
民

間
企

業
の

専
門

職
公

務
員

（
行

政
職

）
，

県
内

外
の

民
間

企
業

の
専

門
職

，
進

学
者

公
務

員
（

行
政

職
）

，
県

内
外

の
民

間
企

業
の

専
門

職
，

進
学

者

2～
4単

位

8単
位

研
究
指
導
科
目

Ａ
Ｃ

Ｂ

【
資
料
４
】
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○国立大学法人茨城大学就業規則

第1章 総則

(目的)

第1条 この就業規則は、労働基準法(昭和22年法律第49号。以下「労基法」とい

う。)第89条の規定に基づき、国立大学法人茨城大学(以下「大学」という。)に

勤務する教員及び職員(以下「教職員」という。)の就業に関し必要な事項を定め

る。

(法令との関係)

第2条 教職員の就業については、労基法、国立大学法人法(平成15年法律第112号)

及びその他の法令に定めるもののほか、この規則の定めるところによる。

(適用範囲)

第3条 この規則は、大学の教職員に適用する。ただし、大学が期間を定めて雇用

する教職員の就業に関し必要な事項は、それぞれ別に定める「国立大学法人茨城

大学特任教員就業規程」、「国立大学法人茨城大学継続雇用職員就業規程」、

「国立大学法人茨城大学教育研究振興教員等就業規程」、「国立大学法人茨城大

学全学教育機構英語担当教員就業規程」、「茨城大学フロンティア応用原子科学

研究センターに勤務する特定有期雇用教員就業規程」、「国立大学法人茨城大学

非常勤講師等就業規程」、「国立大学法人茨城大学教育学部附属学校園に勤務す

る非常勤講師就業規程」、「国立大学法人茨城大学有期雇用職員就業規程」及び

「国立大学法人茨城大学パートタイム職員就業規程」による。

第2章 採用

(採用)

第4条 教職員の採用は、試験又は選考による。

2 教員の選考に関し必要な事項は、「国立大学法人茨城大学教員の採用及び昇進

等の選考に関する規程」及び「国立大学法人茨城大学教員資格規程」による。

3 教員のうち、大学院を担当する者については、別に定める「国立大学法人茨城

大学大学院担当教員資格規程」に規定する大学院担当教員の資格を満たしていな

ければならない。

4 前 2項の規程中、「国立大学法人茨城大学教員資格規程」及び「国立大学法人

茨城大学大学院担当教員資格規程」については、附属学校園に勤務する教員には

適用しない。

(欠格事項)

第4条の2 次の各号のいずれかに該当する者は、大学の教職員となることはできな

い。

(1) 成年被後見人又は被保佐人(準禁治産者を含む。)である者

(2) 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまで又は執行を受けることが

(平成16年4月1日規則第8号)
改正 平成22年3月1日規則第3号

平成22年5月26日規則第77号 平成23年3月31日規則第29号 平成25年1月30日規則第3号

平成25年3月13日規則第11号 平成25年12月25日規則第58号 平成26年3月26日規則第30号

平成27年1月26日規則第2号 平成27年3月9日規則第12号 平成27年3月26日規則第36号

平成27年5月11日規則第57号 平成28年1月6日規則第1号 平成28年3月22日規則第88号

平成28年3月29日規則第99号 平成28年6月6日規則第114号 平成29年2月27日規則第2号

平成29年3月13日規則第6号 平成29年3月28日規則第9号 平成29年9月25日規則第13号

平成30年11月28日規則第9号 平成31年3月25日規則第4号

【資料５】
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なくなるまでの者

(3) 懲戒解雇又はこれに相当する処分を受けたことのある者で、その処分の日

から2年を経過していない者

(4) 学校教育法(昭和22年法律第26号)第9条第5号に該当する者

2 前項に定める事項のほか、次の各号のいずれかに該当する者は、大学の附属学

校教員となることはできない。

(1) 教育職員免許法(昭和24年法律第147号。以下「教員免許法」という。)第10

条第1項第2号に該当することにより免許状がその効力を失い、当該失効の日か

ら3年を経過しない者

(2) 教員免許法第11条第1項又は第2項の規定により免許状取上げの処分を受

け、3年を経過しない者

(任期付採用)

第5条 学長は、大学の教員等の任期に関する法律(平成9年法律第82号)第5条第1項

の規定に基づき、教員の採用に当たり任期を定めて採用することができる。

2 前項に定める教員の任期及び採用等に関し必要な事項は、別に定める「国立大

学法人茨城大学教員の任期に関する規程」及び「国立大学法人茨城大学教員のテ

ニュアトラック制に関する規程」による。

3 前項の規定にかかわらず、学長は、教員が次の各号のいずれかに該当し、教

育・研究等において支障があると認められるときは、取得期間の合計が1年を超

える見込みである場合に限り、当該教員の職務を代替させるため、別に定めると

ころにより必要とされる範囲内において、教員を任期を定めて採用することがで

きる。

(1) 第43条第1項第3号及び第4号に規定する特別休暇を取得したとき。

(2) 第47条に規定する育児休業を取得したとき。

(3) 第47条の3に規定する配偶者同行休業を取得したとき。

(4) 第54条第2項第5号の規定による休職となったとき。

4 学長は、附属学校園教員が、次の各号のいずれかに該当し、他の附属学校園教

員の配置転換その他の方法によっては、附属学校園教員の業務を処理することが

困難であると認められるときは、当該附属学校園教員の職務を代替させるため、

当該各号の期間に必要とされる範囲内(第2号及び第3号のいずれかに該当する場

合にあっては、別に定めるところにより必要とされる範囲内)において、校長以

外の附属学校園教員を任期を定めて採用することができる。

(1) 原則として90日以上の療養等を要する診断が医師によりなされ、第41条に

規定する病気休暇を取得したとき。

(2) 第43条第1項第3号及び第4号に規定する特別休暇を取得したとき。

(3) 第47条に規定する育児休業を取得したとき。

(4) 第47条の3に規定する配偶者同行休業を取得したとき。

(5) 第54条に規定する休職となったとき。

(6) 附属学校園研修規程第11条に規定する大学院研修を命じられたとき。

(7) 附属学校園研修規程第20条に規定する大学院修学休業を取得したとき。

(8) 退職等により附属学校園教員に欠員が生じ、茨城県教育委員会等との人事

交流では必要とされる時期に適任者が得られないとき。

5 学長は、職員の採用に当たり任期を定めて採用することができる。
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6 任期を定めて採用された教職員の労働条件は、個別に定める労働契約による。

ただし、外国人研究員の労働条件は、別に定める「国立大学法人茨城大学外国人

研究員の雇用及び賃金等に関する規程」に基づき労働契約を締結する。

(採用決定者の提出書類)

第6条 新たに採用される教職員は、次の各号に掲げる書類を学長に提出しなけれ

ばならない。ただし、他の国立大学法人、大学共同利用機関法人その他官公庁等

(以下「他の国立大学法人等」という。)の教職員から引き続き大学の教職員とな

る者については、第1号から第3号に定める書類の提出は要しない。

(1) 履歴書

(2) 健康診断書

(3) 住民票記載事項等の証明書

(4) その他学長が特に必要と認める書類

2 教職員は、前項に掲げる提出書類の記載事項に変更が生じたときは、速やかに

学長へ届け出なければならない。

(労働条件通知書)

第7条 学長は、採用しようとする教職員に対し、労働条件通知書を交付する。

(試用期間)

第8条 新たに採用した教職員(附属学校園に勤務する教員を除く。)の試用期間

は、採用の日から6月間とする。

2 新たに採用した附属学校園に勤務する教員の試用期間は、採用の日から1年間と

する。

3 前2項の規定にかかわらず、学長が適当と認めたときは、この期間を短縮し、又

は設けないことができる。

4 第1項の規定にかかわらず、勤務日数が不足する等特別な場合は、学長は試用期

間を1年に至るまで延長することができる。

5 試用期間は、勤続年数に通算する。

第3章 勤務の原則

(勤務の原則)

第9条 教職員は、大学の教職員たる使命を自覚し、その職務を誠実に遂行しなけ

ればならない。

2 教員は、教育、研究、校務及び社会連携活動に従事する。

3 職員は、大学が行う業務に伴なう事務又は技術的な職務に従事する。

(遵守義務等)

第10条 教職員は、その職務の遂行に当たり、法令及び就業規則等を遵守しなけれ

ばならない。

2 教職員は、その職務の遂行に当たり、次の各号に掲げる事項を行ってはならな

い。

(1) 法令及び就業規則等により保障された権利を濫用すること。

(2) 職務上の権限を濫用すること。

(3) 職務上の地位を私のために利用し、又はその利用を提供すること。

(4) 大学の信用を傷つけ、又は不名誉となるような行為をすること。

(5) 職務上知ることのできた秘密を漏らすこと。その職を退いた後も同様とす

る。ただし、法令に基づく証人又は鑑定人等として、学長の許可を得て証言す
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る場合はこの限りでない。

(均等待遇)

第11条 教職員は、法の下に平等であって、民族、国籍、思想信条、性別、社会的

身分又は門地により、処遇及び労働条件に関し差別されない。

(旧姓の使用)

第12条 教職員は、文書等に記載する氏名について、旧姓の使用を申し出ることが

できる。

2 旧姓の使用に関し必要な事項は、別に定める「国立大学法人茨城大学旧姓使用

規程」による。

(研修)

第13条 学長は、教職員に対して研修を命ずることができる。

2 研修に関し必要な事項は、別に定める「国立大学法人茨城大学研修規程」及び

「国立大学法人茨城大学教育学部附属学校園研修規程」による。

(学外勤務)

第14条 教員が大学を離れて行う勤務のうち、大学から旅費の支払いを受けないも

のを学外勤務という。

2 教員は、業務の運営に支障がないと学長が認めたときは、教育、研究及び社会

連携活動のため、学外勤務を行うことができる。

(サバティカル制度)

第15条 教員は、学長が許可した場合は、教育、校務及び社会連携活動に係る職務

の全部又は一部を免除され、研究に専念すること(以下「サバティカル制度」と

いう。)ができる。

2 教員は、サバティカル制度による研究成果を大学の教育研究活動に反映しなけ

ればならない。

3 サバティカル制度に関し必要な事項は、別に定める「国立大学法人茨城大学サ

バティカル制度規程」(以下「サバティカル制度規程」という。)による。

(兼業)

第16条 学長は、産学連携その他社会への貢献に資すると認めるときは、教職員

が、大学が行う業務以外の業務に従事すること(以下「兼業」という。)を許可す

ることができる。

2 学長は、次の各号に掲げる基準を満たしていると認められる場合、教職員に対

し兼業を許可する。

(1) 教職員の主たる職務の遂行に支障が生じないこと。

(2) 職務の公正かつ中立な遂行の確保に影響を及ぼすおそれがないこと。

(3) 大学の対外的な信用の確保又は維持に影響を及ぼすおそれがないこと。

3 兼業に関し必要な事項は、別に定める「国立大学法人茨城大学兼業規程」によ

る。

(クロスアポイントメント)

第16条の2 教員は、大学と大学以外の他の機関(以下「他機関」という。)との協

定に基づき、大学及び他機関の身分を有しながら大学及び他機関の業務を行うこ

と(以下「クロスアポイントメント」という。)ができる。

2 クロスアポイントメントの適用を受ける教員の就業については、この規則又は

大学の他の規程等の規定にかかわらず、他機関との協定の規定が優先するものと
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する。

3 クロスアポイントメントに関し必要な事項は、別に定める国立大学法人茨城大

学クロスアポイントメントの実施に関する規程(平成28年規程第1号)による。

(倫理)

第17条 教職員は、大学の業務の公共性を自覚し、公正に職務を遂行しなければな

らない。

2 教職員の倫理に関し必要な事項は、別に定める「国立大学法人茨城大学教職員

倫理規程」による。

(ハラスメントの防止)

第18条 教職員は、他の教職員、学生等及び関係者の意に反した性的な行動や言葉

によって人を傷つけ、労働・研究及び学生等の学習条件を悪化させるセクシュア

ル・ハラスメント及び教育・研究等の場で地位を利用して相手方に不利益を生じ

させるアカデミック・ハラスメント(以下「ハラスメント」という。)を行っては

ならない。

2 学長は、ハラスメントを防止するために必要な措置を講ずる。

3 教職員によるハラスメントの防止に関し必要な事項は、別に定める「国立大学

法人茨城大学ハラスメントの防止等に関する規程」による。

(就業の禁止)

第19条 学長は、教職員が次の各号のいずれかに該当する場合は、就業を禁止す

る。

(1) 伝染のおそれのある病人、保菌者及び保菌のおそれのある者

(2) 労働のため病勢が悪化するおそれのある者

(3) 前2号に準ずる者

2 教職員は、前項各号に該当する場合には、速やかに学長へ届け出て、その指示

に従わなければならない。

(大学の財産又は物品の保持)

第20条 教職員は、大学の財産又は物品の尊重及び節約に努め、これを不当に棄却

し、損傷し、又は亡失してはならない。

2 教職員は、大学の財産又は物品を私用に供してはならない。

(職務発明)

第21条 教職員は、職務上発明等をした場合は、速やかに学長へ届け出なければな

らない。

2 発明等に係る職務発明規程に関し必要な事項は、別に定める「国立大学法人茨

城大学職務発明規程」による。

(損害賠償)

第22条 学長は、教職員が故意又は重大な過失によって大学に損害を与えた場合

は、その損害の全部又は一部について賠償を請求することができる。

(内部告発者の保護)

第23条 大学内の非違行為が生じ又は生じようとしている事実を大学等に通報した

教職員は、通報したことにより、いかなる不利益も受けない。ただし、不正の利

益を得る目的、他人に損害を加える目的その他の不正を目的とした通報に関して

は、この限りでない。

第4章 労働時間、休憩及び休日
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(所定労働時間)

第24条 教職員の所定労働時間は、休憩時間を除き、1週間について38時間45分、1

日につき7時間45分とする。

(始業及び終業の時刻並びに休憩時間)

第25条 始業及び終業の時刻並びに休憩時間は、原則として次のとおりとする。た

だし、学長は、業務上必要がある場合は、これを変更することができる。

(1) 始業時刻 午前8時30分

(2) 終業時刻 午後5時15分

(3) 休憩時間 午後0時00分から午後1時00分

2 休憩時間は、一斉に与える。

3 学長は、前項の規定にかかわらず、労基法第34条第2項に基づく労使協定の定め

るところにより、一部の教職員について第1項に定める休憩時間を変更すること

ができる。

(勤務状況の記録)

第26条 教職員は、出勤及び退勤の状況を、学長が指示する方法により記録しなけ

ればならない。

(遅刻、早退、欠勤等)

第27条 教職員は、遅刻、早退若しくは欠勤をし、又は勤務時間中に私用で大学か

ら外出するときは、事前に申し出て許可を受けなければならない。ただし、やむ

を得ない理由で事前に申し出ることができなかった場合は、事後速やかに届け出

なければならない。

(労働時間制度)

第28条 学長は、第25条第1項の規定にかかわらず、教職員について、労使協定の

定めるところにより、労基法第32条の4に基づく1年単位の変形労働時間制を採用

することができる。

2 学長は、第25条第1項の規定にかかわらず、教職員について、労使協定の定める

ところにより、労基法第32条の2に基づく1箇月単位の変形労働時間制を採用する

ことができる。

3 学長は、第25条第1項の規定にかかわらず、教職員について、労使協定の定める

ところにより、労基法第38条の3に基づく専門業務型裁量労働制を採用すること

ができる。

4 学長は、第25条第1項の規定にかかわらず、職員について、業務上必要がある場

合は、別に定める国立大学法人茨城大学職員のシフト勤務に関する要項(平成29

年要項第26号)により、あらかじめ期間を定め所定労働時間を変えずに始業及び

終業時刻並びに休憩時間を指定する勤務(シフト勤務)を採用することができる。

5 教員(附属学校園に勤務する教員を除く。)の労働時間制に関し必要な事項は、

別に定める「国立大学法人茨城大学教員の勤務と労働時間についての指針」によ

る。

(休日)

第29条 教職員の休日は、次の各号に掲げるとおりとする。

(1) 土曜日及び日曜日(以下「週休日」という。)

(2) 国民の祝日に関する法律(昭和23年法律第178号)に規定する休日

(3) 12月29日から翌年の1月3日までの日(前号に定める休日を除く。)
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(4) その他学長が指定した日

2 前項の休日のうち、日曜日を法定休日とする。

(非常災害時の特例)

第30条 学長は、災害その他避けることができない事由により臨時の勤務の必要が

ある場合は、労基法第33条の定めるところにより、その必要の限度において、第

24条に規定する所定労働時間を延長し、又は第29条に規定する休日に教職員を勤

務させることができる。

(時間外労働及び休日労働)

第31条 学長は、業務上の都合により、第24条及び第29条の規定にかかわらず、時

間外労働又は休日労働に関する労使協定の定めるところにより、教職員を正規の

勤務時間外又は休日に勤務させることができる。

2 学長は、小学校就学の始期に達するまでの子(育児休業、介護休業等育児又は家

族介護を行う労働者の福祉に関する法律(平成3年法律第76号)第2条第1号に規定

する子をいう。第43条第1項第2号、同条第2項第4号、第7号及び第8号を除き、以

下同じ。)の養育又は国立大学法人茨城大学介護休業規程(平成16年規程第16号。

以下「介護休業規程」という。)第3条に規定する要介護状態にある対象家族の介

護をする教職員(以下「家族の介護をする教職員」という。)が申し出た場合は、

1月について24時間、1年について150時間を超えて正規の勤務時間外の時間に勤

務をさせない。ただし、自然災害等緊急の場合、かつ、当該教職員の了承を得ら

れた場合は、正規の勤務時間外又は休日の勤務を命ずることができる。

3 学長は、前項に規定する教職員が申し出た場合は、業務の正常な運営を妨げる

場合を除き、午後10時から午前5時までの間において勤務させない。

4 学長は、妊娠中及び産後1年を経過しない女性教職員が申し出たときは、いかな

る場合であっても、正規の勤務時間外又は休日に勤務させない。

5 学長は、3歳に満たない子のある教職員がその子を養育するために申し出た場合

又は家族の介護をする教職員がその家族を介護するために申し出た場合は、業務

の正常な運営を妨げる場合を除き、正規の勤務時間外又は休日に勤務させない。

(休日振替)

第32条 学長は、第29条に規定する休日に、大学が実施する行事等(教員の教育・

研究・社会連携活動を含む。)により勤務させる場合には、他の勤務日と振り替

える(以下「休日振替」という。)ことができる。

2 学長は、原則として休日振替をする休日の7日前までに、命令をしたうえで、振

り替える休日を当該週の範囲内において指定する。ただし、第24条に定める週の

所定労働時間を超えない場合においては、他の週に指定することができる。

3 学長は、振り替える休日を指定する際においては、教職員の意向を尊重する。

4 学長は、小学校就学の始期に達するまでの子を養育する教職員又は家族の介護

をする教職員に対し第1項に規定する休日振替を行う場合は、当該教職員の生活

上の不利益に配慮して行う。

(代休)

第32条の2 学長は、第29条に規定する休日に勤務させる場合には、前日までに命

令をしたうえで、当該休日の代休を与えることができる。

2 前項による休日の代休は、当該休日の日以降に与えるものとし、勤務を命じた

休日を起算日とする12週間後の日までの期間内において指定するものとする。
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3 学長は、代休を指定する際においては、教職員の意向を尊重する。

(割増賃金)

第33条 時間外労働、休日労働及び深夜労働に対しては、時間外勤務手当及び休日

勤務手当を支払う。

2 労基法第37条第1項ただし書に基づく時間外勤務手当の算定時間については、休

日に勤務した時間を含むものとする。

3 時間外勤務手当及び休日勤務手当に関し必要な事項は、別に定める「国立大学

法人茨城大学教職員賃金規程」(以下「賃金規程」という。)による。

(事業場外労働の労働時間管理)

第34条 教職員が学外で勤務する場合は、移動に要する時間も含め、正規の勤務時

間を勤務したものとみなす。

(みなし労働時間)

第35条 次の各号に掲げる期間は、勤務時間として取り扱う。

(1) 勤務時間内にレクリエーションに参加することを承認された期間

(2) 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律(昭和

47年法律第113号。以下「均等法」という。)第12条の規定に基づき、勤務時間

内に保健指導又は健康診査を受ける期間

(3) 勤務時間内において第65条に規定する人間ドックを受ける期間

(4) 妊娠中の教職員が通勤に利用する交通機関の混雑の程度が、母胎又は胎児

の健康保持に影響がある場合で、所定の勤務時間の始め又は終わりにおいて、

1日を通じて1時間を超えない範囲で勤務しない期間

(5) 妊娠中の教職員の職務が、母胎又は胎児の健康保持に影響がある場合で、

当該教職員が適宜休息し、又は補食するために必要な期間

(6) 第92条に規定する相談窓口に相談するために必要な期間

第5章 年次有給休暇

(年次有給休暇)

第36条 教職員は、年次有給休暇を取得することができる。

2 年次有給休暇は、1事業年度(4月1日から3月31日までをいう。以下同じ。)にお

ける休暇とする。

3 年次有給休暇の付与日数は、1事業年度につき20日とする。ただし、事業年度の

途中において採用された教職員に対する年次有給休暇は、次のとおりとする。

4 年次有給休暇(この項の規定により繰り越されたものを除く。)は、20日を限度

として、当該事業年度の翌年度に繰り越すことができる。

5 第3項の規定にかかわらず他の国立大学法人等の職員から引き続き大学の教職員

となった者の採用時の年次有給休暇の日数については、第3項の規定に基づく付

与のほか、当該国立大学法人等の退職時における同様の年次有給休暇の残日数及

び使用日数を考慮し、付与することができる。ただし、この項の規定により付与

された年次有給休暇は第4項の規定を適用しない。

(育児短時間勤務者の年次有給休暇の特例)

第36条の2 第24条に規定する所定労働時間を育児のために短縮して勤務(以下「育

児短時間勤務」という。)する教職員(以下「育児短時間勤務者」という。)及び

採用月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

付与日数 20日 18日 17日 15日 13日 12日 10日 8日 7日 5日 3日 2日
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育児短時間勤務者から育児短時間勤務者以外の教職員となった者の年次有給休暇の

日数については、次の各号に掲げる者の区分に応じ、前条第3項に定める日数を

限度として、付与又は調整を行う。

(1) 前条第3項により年次有給休暇を付与される日に育児短時間勤務者である教

職員 前条第3項の日数に当該育児短時間勤務における1週間の所定労働日数を

5で除した数を乗じた日数(1日未満の端数があるときはこれを切り上げる。)を

当該事業年度における年次有給休暇の付与日数とする。

(2) 事業年度の途中において育児短時間勤務が終了した教職員 育児短時間勤

務者以外の教職員となった日の前日における当該事業年度分として付与された

年次有給休暇の残日数に、5日を当該育児短時間勤務における1週間当たりの所

定労働日数で除して得た数を乗じて得た日数(1日未満の端数があるときはこれ

を切り上げる。)を、育児短時間勤務者以外の教職員となった日における当該

事業年度付与分の年次有給休暇の残日数とする。

(3) 育児短時間勤務者のうち、事業年度の途中において育児短時間勤務の勤務

形態を変更し1週間当たりの所定労働日数が増加した教職員 当該変更日の前

日における当該事業年度分として付与された年次有給休暇の残日数に、当該変

更後の1週間当たりの所定労働日数を当該変更前の1週間当たりの所定労働日数

で除して得た数を乗じて得た日数(1日未満の端数があるときはこれを切り上げ

る。)を、当該変更日における当該事業年度付与分の年次有給休暇の残日数と

する。

(年次有給休暇の付与単位)

第37条 年次有給休暇の付与は、1日を単位とする。ただし、教職員が請求したと

きは、1時間を単位とすることができる。

2 1時間を単位として与えられた年次有給休暇を日に換算する場合は、8時間を

もって1日とする。ただし、育児短時間勤務者にあっては、当該育児短時間勤務

における1日の平均所定労働時間(1時間未満切り上げ)をもって1日とする。

(年次有給休暇の手続)

第38条 教職員は、年次有給休暇を請求する場合は、あらかじめ所定の休暇簿を提

出しなければならない。ただし、病気、その他やむを得ない理由によってあらか

じめ請求することができなかった場合は、事後速やかにその理由を付して所定の

休暇簿を提出しなければならない。

2 年次有給休暇は、教職員の請求する時季に与える。ただし、学長が教職員の請

求した時季に年次有給休暇を与えることが業務の正常な運営に支障が生ずると認

めた場合は、他の時季に与える。

3 前項の規定にかかわらず、年次有給休暇が10日以上付与された教職員に対して

は、付与日から1年以内に、当該教職員の有する年次有給休暇日数のうち5日につ

いて、学長が教職員の意見を聴取し、その意見を尊重したうえで、あらかじめ時

季を指定して与える。

(年次有給休暇の計画的付与制度)

第39条 教職員は、年次有給休暇の計画的付与制度の労使協定において年次有給休

暇を取得する時季に関する定めをしたときは、その定めにより年次有給休暇を取

得しなければならない。

(年次有給休暇取得時の賃金補償)
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第40条 教職員が年次有給休暇を取得した場合、取得した期間については通常の労

働をしたものとみなし、賃金規程に定める基本給、業績給及び諸手当(以下「賃

金」という。)を支払う。

第6章 特別休暇等

(病気休暇)

第41条 学長は、教職員が負傷又は疾病による療養のため勤務しないことがやむを

得ない場合は、必要と認める範囲内において、その勤務しない期間、病気休暇を

与える。ただし、次の各号に掲げる場合以外の場合における病気休暇の期間は、

連続して90日を超えることはできない。

(1) 業務上の負傷又は疾病あるいは通勤災害による療養の場合

(2) 国立大学法人茨城大学安全衛生管理規程(平成27年規程第163号)第30条に規

定する指導区分の生活規正の面Ｂの決定又は生活規正の面Ｂへの変更を受けた

場合

2 連続する8日以上の期間(当該期間中の要勤務日数が3日以下である場合にあって

は、当該期間中の要勤務日数が4日以上である期間)の病気休暇を取得した教職員

が、その病気休暇の期間の末日の翌日から勤務時間(第35条第2号、第4号及び第5

号に定めるみなし労働時間の適用を受けた場合、第42条に定める生理休暇、第43

条第1項第5号に定める特別休暇又は介護休業規程に定める1時間を単位とする介

護休業を取得した場合は、それらの時間以外の勤務時間)のすべてを勤務した日

数(以下「実勤務日数」という。)が20日に達するまでの間に、再び病気休暇を取

得した場合は、前後の病気休暇の期間は連続しているものとみなす。

3 取得した病気休暇の期間が90日に達した日後においても、引き続き、当初の負

傷又は疾病とは明らかに異なる負傷又は疾病(以下「特定負傷等」という。)によ

る療養のため勤務しないことがやむを得ない場合は、当該90日に達した日の翌日

以後の日においても、当該特定負傷等に係る病気休暇を取得することができる。

この場合において、特定負傷等が発生した日以後における病気休暇の期間は、連

続して90日を超えることはできない。

4 取得した病気休暇の期間が90日に達した日の翌日から、実勤務日数が20日に達

する日までの間に、特定負傷等のため療養する必要があるときは、当該特定負傷

等に係る病気休暇を取得することができる。この場合において、当該病気休暇の

期間は、連続して90日を超えることはできない。

5 病気休暇の期間計算において、連続する病気休暇の間にある週休日、休日、病

気休暇以外の休暇等により勤務しない日は、病気休暇を使用した日とみなして計

算する。

6 教職員は、病気休暇を請求する場合は、あらかじめ所定の休暇簿を提出しなけ

ればならない。ただし、やむを得ない理由によりあらかじめ請求できなかった場

合は、事後速やかにその理由を付して所定の休暇簿を提出しなければならない。

7 教職員は、連続する8日以上の期間の病気休暇を取得する場合は、治療期間を予

定した医師の証明書その他勤務しない事由を十分に明らかにする証明書類(以下

「証明書類」という。)を速やかに提出しなければならない。ただし、病気休暇

の期間が8日に満たない場合でも、学長は証明書類を提出させることができる。

8 教職員は、病気休暇が長期にわたり、前項の証明書類に記載された治療期間を

経過した場合は、さらに証明書類を提出しなければならない。
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9 教職員は、長期にわたり病気休暇を取得し、回復後出勤しようとする場合は、

学長の許可を受けなければならない。この場合、学長は、医師の治癒証明書又は

就業許可証明書を提出させることができる。

(生理休暇)

第42条 女性教職員は、生理日における勤務が著しく困難である場合は、必要な期

間、生理休暇を取得することができる。

2 女性教職員は、生理休暇を取得する場合は、所定の休暇簿を提出しなければな

らない。

(特別休暇)

第43条 教職員は、次の各号のいずれかに該当する場合は、当該各号に規定すると

ころにより、特別休暇を取得することができる。

(1) 教職員が選挙権その他公民としての権利を行使し、又は公の職務を執行す

る場合で、その勤務しないことがやむを得ないときは、その必要な期間

(2) 教職員が骨髄移植のための骨髄若しくは末梢血管細胞移植のための末梢血

管細胞の提供希望者として、その登録を実施する者に対して登録の申出を行

い、又は配偶者、父母、子及び兄弟姉妹以外の者に、骨髄移植のため骨髄若し

くは末梢血管細胞移植のため末梢血管細胞を提供する場合で、当該申出又は提

供に伴い必要な検査、入院等のため勤務しないことがやむを得ないと認められ

るときは、その必要と認められる期間

(3) 6週間(多胎妊娠の場合にあっては、14週間)以内に出産する予定である女性

教職員が申し出た場合は、出産の日までの申し出た期間

(4) 女性教職員が出産した場合は、出産の日の翌日から8週間を経過する日まで

の期間(産後6週間を経過した女性教職員が申し出た場合において医師が支障が

ないと認めた業務につく期間を除く。)

(5) 生後1年に達しない子を育てる教職員が、その子の保育のために必要と認め

る授乳等を行うために請求したときは、1日2回それぞれ30分以内の期間(その

子の当該教職員以外の親が同じ日にこの号の休暇を取得する場合は、2人の合

計が1日当たり60分以内の期間とする。)

2 学長は、教職員が次の各号のいずれかに該当する場合は、当該各号に規定する

ところにより、特別休暇を与える。

(1) 教職員が証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所、地方公共団体の議

会その他官公署等へ出頭する場合で、その勤務しないことがやむを得ないと認

められるときは、その必要と認められる期間

(2) 教職員が結婚する場合で、結婚式、旅行その他の結婚に伴い必要と認めら

れる行事等のため勤務しないことが相当であると認められるときは、結婚の日

の5日前の日から当該結婚の日後1月を経過するまでの期間内における休日及び

代休日並びに計画年休日を除いて連続する5日の範囲内の期間(ただし、業務の

遂行上必要とされる場合には、結婚の日から1年以内の期間)

(3) 教職員の配偶者(事実上の婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下同

じ。)が出産する場合で、教職員が配偶者の出産に伴い必要と認められる入院

の付き添い等のため勤務しないことが相当であると認められるときは、2日の

範囲内の期間

(4) 教職員の配偶者が出産する場合で、その出産予定日の6週間(多胎妊娠の場
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合は14週間)前の日から当該出産の日後8週間を経過する日までの期間にある場合

において、当該出産に係る子又は小学校就学の始期に達するまでの子(配偶者

の子を含む。)を養育する教職員が、これらの子の養育のため勤務しないこと

が相当であると認められるときは、当該期間内における5日の範囲内の期間

(5) 小学校就学の始期に達するまでの子(配偶者の子を含む。)を養育する教職

員が、その子の看護(負傷し、若しくは疾病にかかったその子の世話を行うこ

と又はその子に予防接種若しくは健康診断を受けさせることをいう。)のため

勤務しないことを申し出た場合は、1事業年度において5日(その養育する小学

校就学の始期に達するまでの子が2人以上の場合にあっては、10日)の範囲内の

期間

(6) 家族の介護をする教職員が、その対象家族の介護(要介護状態にある対象家

族の通院等の付添い、介護サービスの提供を受けるために必要な手続の代行そ

の他の必要な世話を含む。)のため勤務しないことを申し出た場合は、1事業年

度において5日(要介護状態にある対象家族が2人以上の場合にあっては、10日)

の範囲内の期間

(7) 教職員の親族が死亡した場合で、教職員が葬儀、服喪その他の親族の死亡

に伴い必要と認められる行事のため勤務しないことが相当であると認められる

ときは、親族に応じ下表の日数欄に掲げる連続する日数(葬儀のため遠隔の地

に赴く場合にあっては、往復に要する日数を加えた日数)の範囲内の期間

(8) 教職員が配偶者、子及び父母の追悼のための特別な行事(配偶者、子及び父

母の死亡後15年以内に行われるものに限る。)のため勤務しないことが相当で

あると認められる場合は、1日の範囲内の期間

(9) 教職員が子供の学校行事や家族行事への参加、自己研鑽及び健康増進など

ワークライフバランスを充実させるため、勤務しないことを申し出た場合は、

1事業年度において3日の範囲内の期間

親族 日数

配偶者 7日

父母

子 5日

祖父母 3日(教職員が代襲相続し、かつ、祭具等の
承継を受ける場合にあっては7日)

孫 1日

兄弟姉妹 3日

おじ又はおば 1日(教職員が代襲相続し、かつ、祭具等の
承継を受ける場合にあっては7日)

父母の配偶者又は配偶者の父母 3日(教職員と生計を一にしていた場合に
あっては、7日)

子の配偶者又は配偶者の子 1日(教職員と生計を一にしていた場合に
あっては、5日)

祖父母の配偶者又は配偶者の祖父母 1日(教職員と生計を一にしていた場合に
あっては、3日)

兄弟姉妹の配偶者又は配偶者の兄弟
姉妹

1日(教職員と生計を一にしていた場合に
あっては、3日)

おじ又はおばの配偶者 1日
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(10) 地震、水害、火災その他の災害により次のいずれかに該当する場合その他

これらに準ずる場合で、教職員が勤務しないことが相当であると認められると

きは、連続する7日の範囲内の期間

イ 教職員の現住居が滅失し、又は損壊した場合で、当該教職員がその復旧作

業等を行い、又は一時的に避難しているとき。

ロ 教職員及び当該教職員と同一の世帯に属する者の生活に必要な水、食料等

が著しく不足している場合で、当該教職員以外にはそれらの確保を行うこと

ができないとき。

(11) 地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等により出勤すること

が著しく困難であると認められる場合は、必要と認められる期間

(12) 地震、水害、火災その他の災害又は交通機関の事故等に際して、教職員が

退勤途上における身体の危険を回避するため勤務しないことがやむを得ないと

認められる場合は、必要と認められる期間

(13) 教職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで次に掲げる社会に貢献する活動

(専ら親族に対する支援となる活動を除く。)を行う場合で、その勤務しないこ

とが相当であると認められるときは、1事業年度において5日の範囲内の期間

イ 地震、暴風雨、噴火等により相当規模の災害が発生した被災地又はその周

辺の地域における生活関連物資の配布その他の被災者を支援する活動

ロ 障害者支援施設、特別養護老人ホームその他の主として身体上若しくは精

神上の障害がある者又は負傷し、若しくは疾病にかかった者に対して必要な

措置を講ずることを目的とする施設における活動

ハ イ及びロに掲げる活動のほか、身体上若しくは精神上の障害、負傷又は疾

病により常態として日常生活を営むのに支障がある者の介護その他の日常生

活を支援する活動

(特別休暇等の手続)

第44条 教職員は、前条第1項に規定する特別休暇を取得する場合は、あらかじめ

所定の休暇簿を提出しなければならない。ただし、病気その他やむを得ない理由

によってあらかじめ届け出ることができなかった場合は、事後速やかに、その理

由を付して所定の休暇簿を提出しなければならない。

2 教職員は、前条第2項に規定する特別休暇の承認を受けようとする場合は、あら

かじめ所定の休暇簿を提出し、承認を受けなければならない。ただし、病気その

他やむを得ない理由によってあらかじめ請求することができなかった場合は、事

後速やかに、その理由を付して所定の休暇簿を提出し、承認を受けなければなら

ない。

3 教職員は、前2項の場合において、学長が必要と認めて証明書等の提出を求めた

ときは、これを提出しなければならない。

4 学長は、権利の行使又は公の職務の執行に妨げがない限り、前条第1項第1号の

規定に基づき教職員が申し出た特別休暇の期間を、変更することができる。

(特別休暇等の付与単位)

第45条 病気休暇、生理休暇及び特別休暇(以下「特別休暇等」という。)は、必要

に応じて1日、1時間、又は1分を単位として取り扱う。

2 第43条第2項第3号から第6号までに規定する特別休暇について、前項に規定する

時間を日に換算する場合は、7時間45分をもって1日とする。ただし、育児短時間
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勤務者にあっては、当該育児短時間勤務における1日の平均所定労働時間(1時間未

満切り上げ)をもって1日とする。

(介護休業)

第46条 要介護状態にある対象家族を介護する教職員は、介護休業を取得すること

ができる。

2 介護休業に関し必要な事項は、別に定める介護休業規程による。

(育児休業又は育児短時間勤務)

第47条 子を養育する教職員は、育児休業又は育児短時間勤務をすることができ

る。

2 学長は、育児休業又は育児短時間勤務をする教職員の職業生活と家庭生活との

両立に寄与するため、必要な措置を講ずる。

3 育児休業及び育児短時間勤務に関し必要な事項は、別に定める国立大学法人茨

城大学育児休業等規程(平成16年規程第17号)による。

(早出遅出勤務)

第47条の2 子の養育又は要介護状態にある対象家族を介護をする教職員は、所定

労働時間を変えずに、始業・終業時刻を繰上げ又は繰下げすること(以下「早出

遅出勤務」という。)ができる。

2 早出遅出勤務に関し必要な事項は、別に定める国立大学法人茨城大学教職員の

育児又は介護に伴う早出遅出勤務に関する規程(平成26年規程第6号)による。

(配偶者同行休業)

第47条の3 学長は、教職員が外国での勤務等の事由により外国に住所又は居所を

定めて滞在するその配偶者と、当該住所又は居所において生活を共にするための

休業(以下「配偶者同行休業」という。)を請求した場合において、業務の運営に

支障がないと認めるときは、これを承認することができる。

2 配偶者同行休業に関し必要な事項は、別に定める国立大学法人茨城大学配偶者

同行休業に関する規程(平成29年規程第8号)による。

(特別休暇等取得時の賃金補償)

第48条 教職員が特別休暇等を取得した場合、取得した期間については通常の労働

をしたものとみなし、賃金規程に定める賃金を支払う。ただし、一の負傷又は疾

病が治癒し、特定負傷等による病気休暇が引き続いている場合においては、当初

の病気休暇の開始の日から起算して90日を経過した後の当該病気休暇に係る日に

つき、賃金規程の定めるところにより賃金を減ずる。

2 教職員は、前条に規定する育児休業の適用を受けた場合は、国家公務員共済組

合法(昭和33年法律128号)及び雇用保険法(昭和49年法律第116号)の定めるところ

により、育児休業基本給付金等の支給を受けことができる。

3 教職員は、第46条に規定する介護休業を取得した場合は、国家公務員共済組合

法及び雇用保険法の定めるところにより、介護休業基本給付金等の支給を受ける

ことができる。

第7章 人事

(評価)

第49条 学長は、教職員に対して評価を行う。

2 教職員の評価に関し必要な事項は、別に定める「国立大学法人茨城大学教員の

勤勉手当の支給に係る勤務評価規程」、「国立大学法人茨城大学年俸制適用教員
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の業績評価に関する規程」、「国立大学法人茨城大学職員人事評価規程」及び「国

立大学法人茨城大学職員勤務評価規程」による。

(昇進及び昇格)

第50条 教職員の昇進及び昇格は、評価の結果に基づいて行う。

2 昇進に関し必要な事項は、別に定める「国立大学法人茨城大学教員の採用及び

昇進等の選考に関する規程」及び「国立大学法人茨城大学教員資格規程」によ

る。

(配置転換)

第51条 学長は、業務上の都合により、職員に対して、勤務場所及び職務内容の変

更(以下「配置転換」という。)を命ずることができる。

2 学長は、教員に対して、本人の同意の下で配置転換を命ずることができる。

3 前項の場合において、学長は、教育研究評議会の意見を聴くものとする。

4 学長は、職員に対して異なる事業場への配置転換を命ずる場合は、当該職員の

生活上の不利益に配慮して行う。

5 配置転換を命じられた職員は、正当な事由なくこれを拒否することができな

い。

6 学長は、配置転換を命じた教職員に対し、労働条件通知書を交付する。

(出向)

第52条 学長は、業務上の都合により、職員に対して、出向を命ずることができ

る。

2 学長は、教員に対して、本人の同意の下で出向を命ずることができる。

3 前項の場合において、学長は、教育研究評議会の意見を聴くものとする。

4 第 1項及び第 2項に規定する出向を命ずる場合は、出向に係わる労働条件等を

事前に明示し、本人の同意をもって行う。

5 出向に関し必要な事項は、別に定める「国立大学法人茨城大学出向規程」によ

る。

6 学長は、出向を命じた教職員に対し、労働条件通知書を交付する。

(転籍)

第53条 学長は、大学と教職員との労働契約が合意に基づいて終了した場合、当該

教職員を他の国立大学法人等へ転籍させることができる。

2 学長は、前項に規定する転籍をさせるときは、転籍に係わる労働条件等を事前

に明示する。

第8章 休職

(休職事由)

第54条 学長は、教職員が次の各号のいずれかに該当するときは、休職とすること

ができる。

(1) 負傷又は疾病により、第41条に規定する病気休暇の期間を超えて休養を要

する場合

(2) 刑事事件に関し起訴され、職務の正常な遂行に支障をきたす場合

(3) 第52条の規定に基づいて出向する場合

(4) 水難、火災その他の災害により、生死不明又は所在不明となった場合

2 教職員が次の各号のいずれかに該当し、かつ本人が申し出たときで、学長が当

該教職員を休職にすることが適当であると認めたときは、休職とする。
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(1) 学校、研究所、病院その他学長が指定する公共的施設において、その教職

員の職務に関連があると認められる学術に関する事項の調査、研究若しくは指

導に従事し、又は学長が指定する国際事情の調査等の職務に従事する場合

(2) 科学技術に関する国(独立行政法人を含む。以下同じ。)と共同して行われ

る研究又は国の委託を受けて行われる研究に関わる職務であって、その職員の

職務に関連があると認められるものに、前号に掲げる施設又は学長が当該研究

に関し指定する施設において従事する場合

(3) 研究成果活用企業の役員(監査役を除く。)、顧問又は評議員(以下「役員

等」という。)の職を兼ねる場合において、主として当該役員等の職務に従事

する必要があり、大学の職務に従事することができない場合

(4) 日本が加盟している国際機関、外国政府の機関等からの要請に基づいて教

職員を派遣する場合

(5) その他学長が定める事由による場合

3 試用期間中の教職員については、前2項の規定を適用しない。

4 学長は、第1項の規定に基づき教職員を休職にするときは、事由を記載した説明

書を交付する。

(休職の期間)

第55条 前条に規定する休職の期間は、次のとおり学長が定める。

2 前条第2項第1号及び第3号の規定による休職の期間が引き続き3年に達する際特

に必要があるときは、学長は、2年を超えない範囲内において、休職の期間を延

長することができる。

3 前条第2項第2号の規定による休職及び前項の規定に基づく同条第2項第3号の規

定による休職の期間が引き続き5年に達する際、やむを得ない事情があると認め

るときは、学長は、必要な期間これを延長することができる。

4 学長は、前3項の規定により定めた休職の期間がそれぞれの上限に満たない場合

は、休職にした日から引き続きそれぞれの上限を超えない範囲内において、これ

を延長することができる。

(復職)

第56条 学長は、前条に規定する休職期間を満了するまでに休職事由が消滅したと

認めた場合は、休職者に対し復職を命じる。ただし、第54条第1項第1号に規定す

る休職については、教職員が休職期間の満了までに復職を願い出て、医師が休職

事由が消滅したと認めた場合に限り、復職を命じる。

2 前項の場合、学長は、原則として休職前の職場に復帰させる。ただし、心身の

項 号 休職事由 休職の期間

1 1 病気 休養を要する程度に応じ、3年を超えない範囲内の期間

2 起訴 当該事件が裁判所に係属する期間

(ただし、2年を超えるときは、2年とする。)

3 出向 出向中の期間

4 行方不明 必要に応じ、3年を超えない範囲内の期間

2 1 研究 必要に応じ、3年を超えない範囲内の期間

2 共同研究 必要に応じ、5年を超えない範囲内の期間

3 兼業 必要に応じ、3年を超えない範囲内の期間

4 派遣 派遣中の期間
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状態その他の条件を考慮し、他の業務に就かせることができる。

(休職中の身分、賃金等)

第57条 休職者は、教職員としての身分を保有するが、職務に従事しない。

2 休職期間の勤続年数への通算に関し必要な事項は、退職金規程第8条の規定によ

る。

第9章 安全衛生

(安全衛生管理)

第58条 学長は、教職員の危険防止、健康増進及び快適な職場環境の形成のため必

要な措置を講ずる。

(協力義務)

第59条 教職員は、安全、衛生及び健康確保について、労働安全衛生法(昭和47年

法律第57号)その他の関係法令及び学長の指示を守るとともに、学長が講ずる安

全又は衛生に関する措置に協力しなければならない。

(安全衛生教育)

第60条 教職員は、学長が行う安全又は衛生に関する教育及び訓練を受けなければ

ならない。

(非常災害時の措置)

第61条 教職員は、勤務中に地震、火災、水害その他非常の災害により業務を執行

することができない場合、又はその勤務する建物若しくはその付近にこれらの災

害が発生したことを知った場合は、自ら適切な措置を講ずるよう努めるととも

に、速やかに学長の指示を受けなければならない。

2 教職員は、前項に規定する場合以外であっても、業務の運営に重大な障害のあ

ることを知った場合、又はそのおそれがあると認める場合は、速やかに学長へ報

告する等適切な措置を講じなければならない。

(遵守事項)

第62条 教職員は、次の各号に掲げる事項を守らなければならない。

(1) 安全及び衛生について、学長の命令及び指示等を守り、実行すること。

(2) 常に職場の整理、整頓及び清潔に努め、災害防止及び衛生の向上に努める

こと。

(3) 安全衛生装置、消火設備、衛生設備、その他危険防止等のための諸施設を

勝手に動かしたり、許可なく当該地域に立ち入らないこと。

(健康管理)

第63条 教職員は、健康の維持に努め、必要な場合は医師の診断及び治療を受けな

ければならない。

2 学長は、教職員に対し、前項に規定する診断に当たる医師を指定して、受診を

命ずることができる。

3 前項の規定により受診を命じられた教職員は、速やかに診断を受けなければな

らない。

(健康診断)

第64条 教職員は、学長が毎年1回実施する健康診断を受診しなればならない。

2 前項の健康診断のほか、法令で定められた有害業務に従事する教職員は、特別

の項目について学長が実施する健康診断を受診しなければならない。

3 学長は、前2項に規定する健康診断のほか、必要と認めるときは全部又は一部の
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教職員に対し、臨時に健康診断を行うことができる。

4 前3項に規定する健康診断の期間は、勤務時間として取り扱う。

(人間ドック)

第65条 学長は、教職員が請求した場合は、その者が人間ドックを受けるため勤務

しないことを承認できる。

2 前項の規定により勤務しないことを承認できる時間は、1日の範囲内で学長が必

要と認める時間とする。ただし、特別の事由があると学長が認める場合において

は、学長が必要と認める日数の範囲内で必要と認める時間とする。

(健康診断における検査の免除)

第66条 教職員は、第64条に規定する健康診断の実施時期前の近接した時期に当該

健康診断の検査の項目の全部又は一部について医師(歯科医師を含む。以下同

じ。)の検査を受け、その結果を学長へ提出した場合は、当該健康診断の当該項

目の受診を免除される。

2 教職員は、第64条に規定する健康診断の実施時期に近接した時期に人間ドック

を受ける場合で、当該健康診断の検査の項目について当該人間ドックの結果を利

用することができると認められ、その結果を学長へ提出するときは、当該健康診

断の受診を免除される。

(妊産婦である教職員の就業制限)

第67条 学長は、妊娠中の教職員及び産後1年を経過しない教職員(以下「妊産婦で

ある教職員」という。)を、妊娠、出産、哺育等に有害な業務に就かせない。

(妊産婦である教職員の業務軽減)

第68条 学長は、妊産婦である教職員が請求した場合は、その業務を軽減し、又は

他の軽易な業務に就かせる。

第10章 災害補償

(災害補償)

第69条 教職員が業務上又は通勤により、負傷し、若しくは疾病にかかった場合又

はその結果心身に障害を残し、若しくは死亡した場合は、労基法に基づく補償又

は労働者災害補償保険法(昭和22年法律第50号)に基づく給付金等を受け取ること

ができる。

2 前項に定めるもののほかに、大学が行う補償として別に定める「国立大学法人

茨城大学労働災害上乗せ補償規程」に基づく給付金等を受け取ることができる。

第11章 賃金及び退職金

(賃金制度等)

第70条 教職員の賃金制度は、月給制及び年俸制とし、賃金の種類、計算期間及び

支払日等の教職員の賃金に関し必要な事項は、別に定める賃金規程による。

(退職金)

第71条 教職員が退職した場合は、勤続年数及び退職事由に応じて退職金を支払

う。ただし、教育職基本給表(年俸)の適用を受けている期間に対する退職金は、

支払わない。

2 教職員の退職金に関し必要な事項は、別に定める「国立大学法人茨城大学教職

員退職金規程」による。

第12章 表彰及び懲戒

(表彰)
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第72条 学長は、次の各号のいずれかに該当する教職員を表彰することができる。

(1) 大学運営に多大の貢献があった者

(2) 公共及び社会的に有益な発明をした者

(3) 学術上、優れた研究業績があった者

(4) 教育実践上、特に功績があった者

(5) 災害又は事故の際、特別の功労があった者

(6) 永年勤続し、勤務成績の良好な者(常勤の附属学校教員及び事務系職員に限

る。)

(7) その他特に他の教職員の模範として推奨すべき実績があった者

2 表彰に関し必要な事項は、別に定める「国立大学法人茨城大学表彰規程」によ

る。

(懲戒の事由)

第73条 次の各号のいずれかに該当する行為をなした教職員は、懲戒処分を受け

る。

(1) 大学の規則に違反した者

(2) 大学の教職員たるにふさわしくない非行のあった者

(3) 職務上の義務に違反し、又は義務を怠った者

(懲戒処分)

第74条 前条に基づく懲戒処分は、次の各号のとおりとする。

(1) 懲戒解雇 第85条及び第86条の規定に準じて解雇する。

(2) 停職 6月以内の期間を定めて出勤を停止する。この場合においては、当該

期間中の賃金は、支払わない。

(3) 減給 基本給を減じる。ただし、1回の額は賃金規程第7条の2に定める平均

賃金の1日分の半額、又総額は当該期間中における賃金の総額の10分の1を超え

ないものとする。

(4) 戒告 始末書を提出させて職務に対する意欲の更正と注意の喚起を促す。

(懲戒処分の手続)

第75条 学長は、教職員の懲戒処分を行うにあたっては、別に定める「国立大学法

人茨城大学懲戒審査委員会規程」に基づく懲戒審査委員会の審議を経て行うもの

とする。ただし、教員に対する懲戒処分については、懲戒審査委員会の審議に加

え、教育研究評議会の審議を経て行うものとする。

2 懲戒処分の量定に関し必要な事項は、別に定める「国立大学法人茨城大学懲戒

処分の基準」による。

3 学長は、懲戒処分に付する教職員に対し、その理由を明示する。

(懲戒処分の特例)

第76条 学長は、前条の規定にかかわらず、懲戒処分に該当する行為をなした者に

対し、必要に応じて懲戒処分を決定する以前においても、本人の就業を差し止め

ることができる。

(懲戒処分の公表)

第77条 懲戒処分の公表は、別に定める「国立大学法人茨城大学懲戒処分公表の基

準」 に基づき、学長が行う。

(懲戒処分に対する異議)

第78条 懲戒処分を受けた教職員は、発令の日から2週間以内に学長に対して異議
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の申立をなすことができる。

2 学長は、異議の申立があった場合は、速やかに懲戒審査委員会を招集する。

第13章 定年及び退職

(定年)

第79条 教職員は、定年に達したときは、定年に達した日以後における最初の3月3

1日に退職する。

2 前項の定年は、次の各号に定めるとおりとする。

(1) 教員 満65歳

(2) 附属学校教員 満60歳

(3) 職員 満60歳

(継続雇用)

第79条の2 学長は、次の各号のいずれかに該当し、定年による退職後も雇用され

ることを希望する附属学校教員及び職員(第83条に規定する解雇事由又は第80条

に規定する退職事由に該当する者を除く。)を継続雇用することができる。

(1) 定年に達した年度の末日に退職した者

(2) 職員として大学に10年以上勤務した者で、人事交流のため大学を退職し、

他の国立大学法人、大学共同利用機関法人その他官公庁等(以下「他国立大学

法人等」という。)で定年により退職した者

(3) 職員として大学に10年以上勤務した者で、大学を定年により退職し、引き

続き他国立大学法人等に勤務した者

2 前項に定める者のほか、相当な知識・経験等を要する特別な事業・計画等の実

施に伴い、職員で適任者の該当が無く、かつ、大学の運営上特に必要があると学

長が認めた場合には、他国立大学法人等を定年退職した職員で、必要な知識及び

経験等を有する者を継続雇用することができる。

3 前2項に定める継続雇用に関し必要な事項は、別に定める「国立大学法人茨城大

学継続雇用職員就業規程」による。

(退職)

第80条 教職員は、次の各号のいずれかに該当するときは、教職員としての身分を

失う(以下「退職」という。)。

(1) 自己の都合により退職を願い出て学長が受理したとき。

(2) 定年前早期退職の募集に応募し、学長が認定したとき。

(3) 定年による退職をしたとき。

(4) 第55条に定める休職期間が満了し、休職事由がなお消滅しないとき。

(5) 業務上の負傷又は疾病にかかった者が、当該負傷又は疾病に係る療養の開

始後3年を経過した日において傷病補償年金を受けているとき又は同日後にお

いて傷病補償年金を受けることとなったとき。

(6) 第74条及び第83条の規定により解雇されたとき。

(7) 期間を定めて雇用されている場合は、その期間が満了したとき。

(8) 死亡したとき。

(9) 行方不明のため、欠勤が引き続き30日以上に及び、なおその所在が不明の

とき。

(10) その他人事交流等により退職事由が発生したとき。

2 前項第2号に規定する定年前早期退職に関し必要な事項は、別に定める「国立大
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学法人茨城大学教職員退職金規程」による。

3 第1項第7号の規定により退職した者が、引き続き教職員として採用されたとき

は、この規則の適用においては、退職とみなさない。

(自己都合による退職手続)

第81条 教職員は、自己の都合により退職しようとするときは、退職を予定する日

の30日前までに、学長に退職願を提出しなければならない。

2 教職員は、退職願を提出した後においても、退職予定日までは、引き続き職務

に従事しなければならない。

(退職証明書)

第82条 学長は、退職又は解雇された者が退職証明書の交付を請求した場合は、遅

滞なくこれを交付する。

2 前項の証明書に記載する事項は次の各号に掲げるとおりとする。ただし、教職

員が請求しない事項は、記載しない。

(1) 雇用期間

(2) 業務の種類

(3) その事業における地位

(4) 賃金

(5) 退職の事由(解雇の場合は、その理由)

第14章 解雇

(解雇の事由)

第83条 学長は、教職員が次の各号のいずれかに該当するときは、解雇することが

できる。

(1) 成年被後見人又は被保佐人となったとき。

(2) 身体若しくは精神の衰弱、故障その他により勤務に堪えないとき。

(3) 勤務実績又は業務能率が不良で、向上の見込みがないと認められたとき。

(4) 第4条の2に規定する欠格事項に該当したとき。

(5) その他教職員の責に帰すべき事由により、労働契約を継続しがたいと認め

られたとき。

(解雇制限)

第84条 前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する期間は解雇しな

い。ただし、第1号の場合において療養開始後3年を経過しても負傷又は疾病が治

らず労基法第81条の規定によって打切補償を支払う場合は、この限りでない。

(1) 業務上負傷し、又は疾病にかかり療養のため休暇を取得する期間及びその

後30日間

(2) 産前産後の女性教職員が第43条第1項第3号及び第4号の規定により休暇を取

得する期間及びその後30日間

(解雇予告)

第85条 第83条の規定により教職員を解雇する場合は、少なくとも30日前に本人に

予告をするか、又は賃金規程第7条の2に定める平均賃金の30日分以上の解雇予告

手当を支払う。ただし、予告の日数は、解雇予告手当を支払った日数に応じて短

縮する。

2 前項の規定は、試用期間中の教職員(14日を超えて引き続き雇用された者を除

く。)を解雇する場合又は教職員の責に帰すべき事由による解雇として労働基準
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監督署長の解雇予告除外認定を受けたときは適用しない。

(解雇手続)

第86条 学長は、第83条の規定により教職員を解雇する場合は、あらかじめ書面に

より解雇事由の通知を行う。

2 学長は、前項の規定による通知をする場合において、当該通知を受けるべき者

への手交ができないときは、配達証明付内容証明郵便等により郵送するものと

し、当該通知を受けるべき者に配達された日付をもって通知が行われたものとみ

なす。

3 学長は、解雇された教職員が請求した場合は、解雇事由を記載した証明書を発

行する。

第15章 福利厚生

(宿舎の利用)

第87条 教職員は、大学の宿舎を利用することができる。

2 宿舎の利用に関し必要な事項は、別に定める「国立大学法人茨城大学教職員宿

舎貸与規程」による。

(国家公務員共済組合法の適用)

第88条 教職員は、国家公務員共済組合に加入することができる。

2 教職員の福利厚生に関し必要な事項は、国家公務員共済組合法及び国家公務員

共済組合法の長期給付に関する施行法(昭和33年法律第129号)の定めるところに

よる。

(教職員のレクリエーション)

第89条 学長は、教職員の勤務能率の発揮及び増進のために、教職員のレクリエー

ションについて計画を立て、その実施に努める。

2 学長は、勤務時間内において前項の規定によりレクリエーション行事を実施す

る場合は、教職員が当該行事に参加するために必要な時間、勤務しないことを承

認することができる。

第16章 出張等

(出張)

第90条 学長は、業務上必要がある場合は、出張を命ずることができる。

2 教職員は、あらかじめ学長の許可を受けた場合は、出張することができる。た

だし、あらかじめ許可を受けられない緊急の業務で出張する場合は、事前に電話

等で連絡することにより、事後において許可を受けることができる。

3 教職員は、出張による業務が終了したときは、速やかに学長へ報告しなければ

ならない。

4 出張に要する旅費に関し必要な事項は、別に定める「国立大学法人茨城大学旅

費規程」による。

(私有車の業務上使用)

第90条の2 教職員は、私有車を業務に使用してはならない。

2 前項の規定にかかわらず、業務車の利用が困難である場合等で学長が必要と認

めた者は、私有車を業務に使用することができる。

3 教職員の私有車の業務上使用に関し必要な事項は、別に定める国立大学法人茨

城大学教職員の私有車の業務上使用に係る取扱要項(平成29年要項第27号)によ

る。
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第17章 過半数代表者の選出

(過半数代表者の選出)

第91条 教員、職員、特任教員、継続雇用職員、特定有期雇用教員、非常勤講師、

有期雇用職員及びパートタイム職員(以下「教職員等」という。)は、教職員等の

過半数で組織する労働組合がないときは、教職員等の過半数を代表する者(以下

「過半数代表者」という。)を選出する。

2 過半数代表者は、民主的な手続きにより選出されなければならない。

第18章 苦情処理制度

(苦情処理制度)

第92条 学長は、教職員からの賃金、労働時間、休暇その他の労働条件及び労働環

境に関する苦情(障害者である教職員からの就業上の相談を含む。以下「苦情相

談」という。)を受け付ける窓口を設置する。

2 苦情相談及びその処理等に関し必要な事項は、別に定める「国立大学法人茨城

大学苦情相談に関する規程(平成16年規程第26号)」による。

附 則

1 この規則は、平成16年4月1日から施行する。

2 この規則の施行日前に「一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する法律」(平成

6年法律第33号)第16条の適用を受けていた教職員が、引き続き大学成立の日に教

職員となった場合の第36条に規定する年次有給休暇、第41条に規定する病気休暇

並びに第43条第1項第3号及び第4号に規定する特別休暇については、なお従前の

とおりとする。

3 この規則の施行日前に「国家公務員の育児休業等に関する法律」(平成3年法律

第109号)の適用を受けていた教職員が、引き続き大学成立の日に教職員となった

場合の第46条に規定する育児休業については、この規則の適用を受けたものとみ

なす。

4 この規則の施行日前に「一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する法律」(平成

6年法律第33号)第20条の適用を受けていた教職員が、引き続き大学成立の日に教

職員となった場合の第46条に規定する介護休暇については、この規則の適用を受

けたものとみなす。

5 第50条に規定する昇進及び昇格に関し必要な事項は、当分の間、「人事院規則

9-8」及び「茨城大学教員の採用及び昇進等の選考に関する規程」(平成27年規程

第152号)その他関係法令の規定を準用する。

6 この規則の施行日前に、「国家公務員法」(昭和22年法律第120号)第82条の規定

による懲戒処分とされた教職員が、引き続き大学成立の日に教職員となった場

合、その処分の種類及び程度(以下「種類等」という。)の効果が施行日以降にお

いても及ぶ懲戒処分とされたものについては、当該処分の種類を第74条に定める

懲戒の処分とみなし、特に発令がされない限り、なお、従前の懲戒処分の種類等

の効力を有するものとする。

7 この規則の施行日前に、国家公務員等(国、特定独立行政法人(独立行政法人通

則法第2条第2項に規定する特定独立行政法人をいう。)であった教職員の行為

が、この規則の施行日後において第73条に規定する懲戒の事由に該当することが

明らかになった場合は、当該教職員に対しこの規則の定めるところにより懲戒処
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分を行う。

8 この規則の施行日前に、「茨城大学外国人教員の任期に関する規則」(昭和61年

6月12日制定)の適用を受けていた教員が、引き続き大学成立の日に教員となった

場合の任期については、当該規則に基づく任期の残任期間と同一の期間とする。

ただし、大学と当該教員が任期の定めのない労働契約を締結した場合は、この限

りでない。

附 則

この規則は、平成16年6月30日から施行し、平成16年4月1日から適用する。

附 則

この規則は、平成16年8月4日から施行し、平成16年4月1日から適用する。

附 則

この規則は、平成17年3月9日から施行し、平成16年4月1日から適用する。

附 則

この規則は、平成17年3月31日から施行し、平成16年4月1日から適用する。ただ

し、改正後の国立大学法人茨城大学就業規則第28条第2項から第5項、第30条第1項

第5号及び第6号、第16章の見出し並びに第90条の2の規定は、平成17年4月1日から

施行する。

附 則

この規則は、平成18年3月29日から施行し、平成17年4月1日から適用する。ただ

し、改正後の国立大学法人茨城大学就業規則第32条の2及び第36条並びに第79条の2

の規定は平成18年4月1日から施行する。

附 則

この規則は、平成18年7月19日から施行する。ただし、改正後の国立大学法人茨

城大学就業規則第32条の規定以外の規定は、平成18年4月1日から適用する。

附 則

この規則は、平成18年10月25日から施行する。

附 則

この規則は、平成19年4月1日から施行する。

附 則

この規則は、平成19年10月31日から施行し、平成19年4月1日から適用する。

附 則

この規則は、平成20年4月1日から施行する。

附 則

この規則は、平成21年4月17日から施行し、平成21年4月1日から適用する。
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附 則(平成22年3月1日規則第3号)

この規則は、平成22年3月1日から施行する。

附 則(平成22年5月26日規則第77号)

この規則は、平成22年5月26日から施行し、平成22年4月1日から適用する。

附 則(平成23年3月31日規則第29号)

1 この規則は、平成23年3月31日から施行し、平成23年3月1日から適用する。

2 前項の規定にかかわらず、改正後の第3条の規定以外の規定は、平成23年4月1日

から施行し、改正後の第41条及び第48条の規定は、同日以後に取得した病気休暇

について適用する。

附 則(平成25年1月30日規則第3号)

この規則は、平成25年1月30日から施行し、平成25年1月1日から適用する。

附 則(平成25年3月13日規則第11号)

この規則は、平成25年4月1日から施行する。

附 則(平成25年12月25日規則第58号)

この規則は、平成25年12月25日から施行する。

附 則(平成26年3月26日規則第30号)

1 この規則は、平成26年4月1日から施行する。

2 この規則の施行日の前日から引き続き育児部分休業をし、又は介護休暇を取得

している教職員の取扱いについては、なお従前の例による。

附 則(平成27年1月26日規則第2号)

この規則は、平成27年2月1日から施行する。

附 則(平成27年3月9日規則第12号)

1 この規則は、平成27年4月1日から施行する。

2 この規則の施行日の前日から引き続き第43条第1項第3号及び第4号に規定する特

別休暇又は第47条に規定する育児休業(以下「特別休暇等」という。)を取得して

いる者の改正後の第5条第3項に定める取得期間の算定に当たっては、この規則の

施行日の前日から引き続く特別休暇等の取得期間を通算するものとする。

附 則(平成27年3月26日規則第36号)

この規則は、平成27年 4月 1日から施行する。

附 則(平成27年5月11日規則第57号)

この規則は、平成27年5月11日から施行し、平成27年4月1日から適用する。

附 則(平成28年1月6日規則第1号)

この規則は、平成28年1月6日から施行する。
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附 則(平成28年3月22日規則第88号)

この規則は、平成28年3月22日から施行する。

附 則(平成28年3月29日規則第99号)

この規則は、平成28年3月29日から施行する。

附 則(平成28年6月6日規則第114号)

この規則は、平成28年6月6日から施行する。

附 則(平成29年2月27日規則第2号)

この規則は、平成29年2月27日から施行する。

附 則(平成29年3月13日規則第6号)

この規則は、平成29年3月13日から施行し、平成29年1月1日から適用する。

附 則(平成29年3月28日規則第9号)

この規則は、平成29年4月1日から施行する。

附 則(平成29年9月25日規則第13号)

この規則は、平成29年10月1日から施行する。

附 則(平成30年11月28日規則第9号)

この規則は、平成30年11月28日から施行し、平成30年4月1日から適用する。

附 則(平成31年3月25日規則第4号)

この規則は、平成31年4月1日から施行する。
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カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
マ
ッ
プ

コ
ア
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

拡
充
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

２ 年 次

専
門
性
の
深
化

幅
広
い
視
野
の
涵
養

修
士
論
文
（
特
定
課
題
研
究
）

広
い
視
野
を
持
ち
，
自
ら
専
門
性
を
深
化
・
拡
張
し
学
び
続
け
ら
れ
る
高
度
専
門
職
業
人
養
成
の
た
め
の
体
系
的
な
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

研
究
指
導
科
目

（
課
題
研
究
演
習
）

研
究
指
導
科
目

（
研
究
法
）

研
究
指
導
科
目

（
専
門
基
礎
演
習
）

人
文
社
会
系
サ
ス
テ
イ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
学
プ
ロ
グ
ラ
ム

コ
ア

専
門
科
目

コ
ア

専
門
科
目

大
学
院
共
通
科
目

研
究
科
共
通
科
目

キ
ャ
リ
ア
支
援
科
目

拡
充
専
門
科
目

1 年 次

【
拡

充
専
門
科
目
】

広
い
視
野
を
持
ち
な
が
ら
，
自

ら
専
門
性
を
深
化
・
拡
張
し
多

彩
な
学
問
的
ア
プ
ロ
ー
チ
が

で
き
る
力
を
醸
成
す
る
た
め
，

他
コ
ー
ス
・
他
専
攻
の
コ
ア
専

門
科
目
や
他
研
究
科
・
他
大

学
院
の
専
門
科
目
を
履
修
指

導
の
後
に
学
生
の
学
修
の
希

望
や
ニ
ー
ズ
に
応
じ
て
選
択

履
修
す
る
。

【
キ
ャ
リ
ア
支
援
科
目

】
高
度
専
門
職
業
人
と
し
て
の

資
質
向
上
及
び
実
践
的
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力
や
社

会
人
と
し
て
の
姿
勢
・
能
力
を

養
成
す
る
た
め
，
イ
ン
タ
ー
ン

シ
ッ
プ
科
目
な
ど
の
実
践
的
な

科
目
を
配
置
す
る
。

【
研

究
科
共
通
科
目
】

本
研
究
科
で
共
通
に
開
設
す

る
専
門
性
を
も
っ
た
科
目
群

で
，
人
文
・
社
会
系
の
専
門
分

野
の
視
点
か
ら
社
会
の
変
化

に
関
す
る
俯
瞰
的
な
視
野
や

創
造
性
と
想
像
力
を
涵
養
す

る
た
め
の
科
目
を
配
置
す
る
。

【
大

学
院
共

通
科
目
】

広
い
俯
瞰
的
な
視
野
と
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
力
，
創
造
性
と
想
像
力
を
育
成
す
る
た
め
，

世
界
の
俯
瞰

的
理
解
や
文
系
理
系
に
ま
た
が
る
幅
広
く
学
術
分
野
を
越
え
た
専
門
性

を
も
っ
た
科
目

を
配
置
す
る
。

【
コ
ア
専

門
科
目
】

高
度
専

門
職
業
人
に
求
め

ら
れ
る
専
門
性
の
深
化
を

図
る
た
め
，
各
コ
ー
ス
の
専

門
性
に
応
じ
た
科
目

を
配

置
す
る
。

【
研

究
指
導

科
目
】

各
専
門
分
野
に
特
化
し
た

研
究
手
法
や
研
究
倫
理
を

学
び
，
共
通
科
目
や
コ
ア
専

門
科
目
で
修
得
し
た
内
容
を

体
系
化
し
，
修
士
論
文
作
成

や
特
定
課
題
研
究
の
た
め

の
研
究
指
導
科
目
を
配
置

す
る
。

【
人

文
社
会

系
サ

ス
テ
イ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
学

プ
ロ
グ
ラ
ム
（
選

択
制
）
】

全
員
が

選
択
可
能
な
，
専

攻
や
研

究
科
の
枠
を
超
え

た
プ
ロ
グ
ラ
ム
。
サ
ス
テ
イ

ナ
ビ
リ
テ
ィ
学
関
連
の
専
門

科
目
群

と
必
修
の
国
際
・
国

内
演
習

と
で
現
場
で
の

実
践
的
な
力
を
鍛
え
る
。

【
資
料
６
】
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履
修
モ
デ
ル
（
文
芸
・
思
想
コ
ー
ス
）

科
目

区
分

履
修

タ
イ
プ

A
（
一

般
専

門
教

育
）

履
修

タ
イ
プ

B
（
リ
カ
レ
ン
ト
専

門
教
育

）
履

修
タ
イ
プ

C
（
留

学
生

専
門

教
育

）

修
士

論
文

（
特

定
課

題
研

究
）

研
究

指
導

科
目

A
, 
B

, 
C

 (
8
)

課
題

研
究

演
習

Ⅰ
，
課

題
研

究
演
習
Ⅱ

専
門

基
礎

演
習

人
文

科
学

研
究

法

コ
ア
専

門
科

目
A

 (
1
0
～

1
4
)

B
 (

8
～

1
6
)

C
 (

8
～

1
2
)

実
践
哲

学
研

究
Ⅱ

中
国

近
現

代
文

学
研

究
Ⅱ

中
国
思
想
史
研
究
Ⅱ

実
践
哲
学
研

究
Ⅰ

，
美

術
史

学
研
究

，
日
本

古
典
･近

代
語
研
究

Ⅰ
，
日

本
古
典
文
学
研
究
Ⅰ
，
日
本
近
代
文
学
研
究
Ⅰ

拡
充

専
門

科
目

A
, 
C

 (
2
～

6
)

B
(4
～

8
)

行
動
文

化
論

研
究

Ⅰ
日
本
近

世
史

研
究

Ⅰ
日

本
近

現
代

史
研

究
Ⅰ

日
本

近
世

史
研

究
Ⅰ

多
文
化
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
論
研
究

キ
ャ
リ
ア
支

援
科
目

A
 (

2
)

C
 (

2
～

4
)

実
践
的
キ
ャ
リ
ア
デ
ザ

イ
ン
論

実
践
的
キ
ャ
リ
ア
デ
ザ
イ
ン
論

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ

研
究

科
共

通
科
目

A
, 
B

, 
C

 (
2
)

持
続
可
能
な
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
デ
ザ

イ
ン
論

＊
専
門
基
礎
科
目
＊

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
と
人

間
社

会
Ⅰ

＊

大
学

院
共

通
科

目
A

, 
C

 (
2
)

B
(0
～

4
)

ア
カ
デ
ミ
ッ
ク
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
＊

ア
カ
デ
ミ
ッ
ク
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
＊

人
間

シ
ス
テ
ム
基
礎

論
Ⅰ
＊

，
持

続
社

会
シ
ス
テ
ム
論
Ⅱ
＊

文
学
や
思
想
，
芸
術
を
研

究
対

象
と
し
，
洋

の
東
西

に
わ

た
る
多

種
多

様
な
研

究
に
つ
い
て
学

ぶ
こ
と
で
，
人
間
を
深
く
理
解
す
る
能
力
を
養
う
と
と
も
に

日
本
語
や
外
国
語
の

読
解

・
表

現
能

力
及

び
論

理
的

か
つ
批

判
的

な
思

考
力

を
鍛

え
る
こ
と
で
，
グ
ロ
ー
バ

ル
社
会
を
相
対
的
に
捉
え
る
こ
と
が
で
き
る

能
力
を
身
に
つ
け
る
こ
と
を
目

的
と
し
た
モ
デ
ル

。

＊
は

１
単

位

【
資
料
７
】
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履
修
モ
デ
ル
（
歴
史
・
考
古
学
コ
ー
ス
）

科
目

区
分

履
修

タ
イ
プ

A
（
一

般
専

門
教

育
）

履
修

タ
イ
プ

B
（
リ
カ
レ
ン
ト
専

門
教
育

）
履

修
タ
イ
プ

C
（
留

学
生

専
門

教
育

）

修
士

論
文

（
特

定
課

題
研

究
）

研
究

指
導

科
目

A
, 
B

, 
C

 (
8
)

課
題

研
究

演
習

Ⅰ
，
課

題
研

究
演
習
Ⅱ

専
門

基
礎

演
習

人
文

科
学

研
究

法

コ
ア
専

門
科

目
A

 (
1
0
～

1
4
)

B
 (

8
～

1
6
)

C
 (

8
～

1
2
)

考
古

学
研

究
Ⅱ

日
本

古
代

中
世

史
研

究
Ⅱ

日
本
近
現
代
史
研
究
Ⅱ

考
古

学
研

究
Ⅰ

，
日

本
考
古

学
研
究

Ⅰ
，
日

本
古
代

中
世
史

研
究
Ⅰ
，
日
本
近
世
史
研
究
Ⅰ
，

日
本

近
現

代
史

研
究

Ⅰ

拡
充

専
門

科
目

A
, 
C

 (
2
～

6
)

B
(4
～

8
)

文
化
人

類
学

研
究

Ⅰ
比
較
文

化
論

研
究

Ⅰ
文

化
人

類
学

研
究

Ⅰ
比

較
文

化
論

研
究

Ⅰ
比
較
文
化
論
研
究
Ⅰ

キ
ャ
リ
ア
支

援
科
目

A
 (

2
)

C
 (

2
～

4
)

実
践
的
キ
ャ
リ
ア
デ
ザ

イ
ン
論

実
践
的
キ
ャ
リ
ア
デ
ザ
イ
ン
論

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ

研
究

科
共

通
科
目

A
, 
B

, 
C

 (
2
)

持
続
可
能
な
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
デ
ザ

イ
ン
論

＊
専
門
基
礎
科
目
＊

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
と
人

間
社

会
Ⅰ

＊

大
学

院
共

通
科

目
A

, 
C

 (
2
)

B
(0
～

4
)

ア
カ
デ
ミ
ッ
ク
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
＊

ア
カ
デ
ミ
ッ
ク
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
＊

人
間

シ
ス
テ
ム
基
礎

論
Ⅰ
＊

，
持

続
社

会
シ
ス
テ
ム
論
Ⅱ
＊

史
資
料
の
読
解
，
調
査

，
取

扱
い
技

術
の

向
上

を
意

識
し
，
高

度
な
歴

史
的

思
考

能
力

と
専

門
的

ス
キ
ル

を
修
得
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
モ
デ
ル
。

＊
は

１
単

位
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履
修
モ
デ
ル
（
心
理
・
人
間
科
学
コ
ー
ス
）

科
目

区
分

履
修

タ
イ
プ

A
（
一

般
専

門
教

育
）

履
修

タ
イ
プ

B
（
リ
カ
レ
ン
ト
専

門
教
育

）
履

修
タ
イ
プ

C
（
留

学
生

専
門

教
育

）

修
士

論
文

（
特

定
課

題
研

究
）

研
究

指
導

科
目

A
, 
B

, 
C

 (
8
)

課
題

研
究

演
習

Ⅰ
，
課

題
研

究
演
習
Ⅱ

専
門

基
礎

演
習

人
文

科
学

研
究

法

コ
ア
専

門
科

目
A

 (
1
0
～

1
4
)

B
 (

8
～

1
6
)

C
 (

8
～

1
2
)

行
動
機

構
論

研
究

Ⅱ
行

動
文

化
論

研
究

Ⅱ
生
涯
発
達
論
研
究
Ⅱ

行
動
機
構
論

研
究

Ⅰ
，

認
知

行
動

論
研

究
Ⅰ

，
行

動
文

化
論
研

究
Ⅰ
，
生
涯

発
達
論
研
究
Ⅰ
，
比
較
文
化
論
研
究
Ⅰ

拡
充

専
門

科
目

A
, 
C

 (
2
～

6
)

B
(4
～

8
)

行
政

法
研

究
Ⅰ

行
政

学
研

究
Ⅰ

労
働

法
研

究
Ⅰ

多
文

化
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
論

研
究

グ
ロ
ー
バ
ル
化
と
地
域
開
発
研
究

キ
ャ
リ
ア
支

援
科
目

A
 (

2
)

C
 (

2
～

4
)

実
践
的
キ
ャ
リ
ア
デ
ザ

イ
ン
論

実
践
的
キ
ャ
リ
ア
デ
ザ
イ
ン
論

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ

研
究

科
共

通
科
目

A
, 
B

, 
C

 (
2
)

持
続
可
能
な
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
デ
ザ

イ
ン
論

＊
専
門
基
礎
科
目
＊

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
と
人

間
社

会
Ⅰ

＊

大
学

院
共

通
科

目
A

, 
C

 (
2
)

B
(0
～

4
)

ア
カ
デ
ミ
ッ
ク
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
＊

ア
カ
デ
ミ
ッ
ク
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
＊

人
間

シ
ス
テ
ム
基
礎

論
Ⅰ
＊

，
持

続
社

会
シ
ス
テ
ム
論
Ⅱ
＊

人
間

の
心
や
社
会
・
文

化
に
関

す
る
資

料
読

解
，
調

査
・
研

究
技

法
を
学

び
，
専

門
的

知
識

，
調

査
・
研

究
能

力
，
さ
ら
に
多
角
的
思
考
を
身
に
つ
け
る
こ
と
を

目
的
と
し
た
モ
デ
ル
。

＊
は
１
単

位
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履
修
モ
デ
ル
（
公
認
心
理
師
コ
ー
ス
）

科
目

区
分

履
修

タ
イ
プ

A
（
一

般
専

門
教

育
）

履
修

タ
イ
プ

B
（
リ
カ
レ
ン
ト
専

門
教

育
）

修
士

論
文

（
特

定
課

題
研

究
）

研
究

指
導

科
目

A
, 
B

(8
)

課
題

研
究

演
習

Ⅰ
，
課

題
研

究
演
習

Ⅱ
専

門
基

礎
演

習
人

文
科

学
研

究
法

コ
ア
専

門
科

目
A

, 
B

 (
2
4
)

保
健

医
療

分
野

に
関

す
る
理

論
と
支

援
の

展
開

，
福

祉
分

野
に
関

す
る
理

論
と
支

援
の

展
開

，
教

育
分

野
に
関

す
る
理

論
と
支

援
の

展
開

，
司

法
・
犯

罪
分

野
に
関

す
る
理

論
と
支

援
の

展
開

，
産

業
・
労

働
分

野
に
関

す
る
理

論
と
支

援
の

展
開

，
心

理
的

ア
セ
ス
メ
ン
ト
に
関

す
る
理

論
と
実

践
，
心

理
支

援
に
関

す
る
理

論
と
実

践
Ａ
，
家

族
関

係
・
集

団
・
地

域
社

会
に
お
け
る
心

理
支

援
に
関
す
る
理

論
と
実

践
，

心
の
健
康
教
育
に
関

す
る
理

論
と
実

践
，
心
理

実
践
実

習
Ａ
～

Ｆ
＊

拡
充

専
門

科
目

A
 (

2
～

6
)

B
 (

4
～

8
)

持
続
可

能
な
開
発
と

SD
Gs

研
究

持
続
可
能
な
開
発
と

SD
Gs

研
究

地
域
社
会
論
研
究
Ⅰ

キ
ャ
リ
ア
支

援
科
目

（
０
）

研
究
科

共
通

科
目

A
, 
B

 (
2
)

持
続
可
能
な
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
デ
ザ

イ
ン
論

＊
専
門
基
礎
科
目
＊

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
と
人

間
社

会
Ⅰ

＊

大
学

院
共

通
科

目
A

 (
2
) 

 
B

 (
0
～

4
)

人
間
シ
ス
テ
ム
基
礎
論

Ⅰ
＊

，
持

続
社

会
シ
ス
テ
ム
論

Ⅱ
＊

人
間

シ
ス
テ
ム
基
礎
論
Ⅰ
＊
，

持
続
社
会
シ
ス
テ
ム
論
Ⅱ
＊

公
認

心
理
師
資
格
取
得

に
必

要
な
９
科

目
＋

心
理

実
践

実
習

の
計

１
０
科

目
の

履
修

を
中

心
に
学

修
し
，
公

認
心
理
師
と
し
て
の
実
務
能
力

と
研
究

能
力
を
バ
ラ
ン
ス
良
く
兼

ね
備

え
る
こ
と
を
目

的
と
し
た
モ
デ
ル

。

＊
は

１
単

位
◆

公
認

心
理
師

コ
ー
ス
の
修
了
要
件
は
３
８
単

位
で
あ
り
，
コ
ア
専

門
科

目
は

24
単

位
と
な
る
。
ま
た
、
キ
ャ
リ
ア
支
援
科
目
は

履
修

要
件

に
含

ま
れ
な
い
。
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履
修
モ
デ
ル
（
メ
デ
ィ
ア
・
情
報
社
会
コ
ー
ス
）

科
目

区
分

履
修

タ
イ
プ

A
（
一

般
専

門
教

育
）

履
修

タ
イ
プ

B
（
リ
カ
レ
ン
ト
専

門
教
育

）
履

修
タ
イ
プ

C
（
留

学
生

専
門

教
育

）

修
士

論
文

（
特

定
課

題
研

究
）

研
究

指
導

科
目

A
, 
B

, 
C

 (
8
)

課
題

研
究

演
習

Ⅰ
，
課

題
研

究
演
習
Ⅱ

専
門

基
礎

演
習

社
会

科
学

研
究

法

コ
ア
専

門
科
目

A
 (

1
0
～

1
4
)

B
 (

8
～

1
6
)

C
 (

8
～

1
2
)

近
代
日
本
メ
デ
ィ
ア
史

研
究

学
習

デ
ザ

イ
ン
論

研
究

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
社
会
学
研
究

ポ
ピ
ュ
ラ
ー
文
化

研
究

，
映

像
メ
デ
ィ
ア
研

究
，
メ
デ
ィ
ア
文

化
研

究
，
電

子
メ
デ
ィ
ア
論
研
究
，
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
デ
ー
タ
分
析
研
究

拡
充

専
門

科
目

A
, 
C

 (
2
～

6
)

B
(4
～

8
)

公
共
政

策
論

研
究

Ⅰ
比
較
文

化
論

研
究

Ⅰ
行

政
法

研
究

Ⅱ

行
動

文
化

論
研

究
Ⅰ

多
文
化
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
論
研
究

キ
ャ
リ
ア
支

援
科
目

A
 (

2
)

C
 (

2
～

4
)

実
践
的
キ
ャ
リ
ア
デ
ザ

イ
ン
論

実
践
的
キ
ャ
リ
ア
デ
ザ
イ
ン
論

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ

研
究

科
共

通
科
目

A
, 
B

, 
C

 (
2
)

持
続
可
能
な
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
デ
ザ

イ
ン
論

＊
専

門
基
礎
科
目
＊

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
と
人

間
社

会
Ⅰ

＊

大
学

院
共

通
科
目

A
, 
C

 (
2
)

B
(0
～

4
)

ア
カ
デ
ミ
ッ
ク
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
＊

ア
カ
デ
ミ
ッ
ク
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
＊

人
間

シ
ス
テ
ム
基
礎

論
Ⅰ
＊

，
持

続
社

会
シ
ス
テ
ム
論
Ⅱ
＊

新
聞
・
テ
レ
ビ
・
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
な
ど
の

メ
デ
ィ
ア
や

マ
ン
ガ
な
ど
メ
デ
ィ
ア
文

化
の

歴
史

，
現

状
，
国

際
比

較
な
ど
の
基
礎
知
識
を
身
に
つ
け
る
と
と
も
に

取
材
，
記
事
執
筆
，
コ
ン
テ
ン
ツ
制

作
，
調

査
等

の
実

践
的

な
能

力
を
身

に
つ
け
る
こ
と
を
目

的
と
し
た
モ
デ
ル
。

＊
は

１
単

位
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履
修
モ
デ
ル
（
国
際
・
地
域
共
創
コ
ー
ス
）

科
目

区
分

履
修

タ
イ
プ

A
（
一

般
専

門
教

育
）

履
修

タ
イ
プ

B
（
リ
カ
レ
ン
ト
専

門
教
育

）
履

修
タ
イ
プ

C
（
留

学
生

専
門

教
育

）

修
士

論
文

（
特

定
課

題
研

究
）

研
究

指
導

科
目

A
, 
B

, 
C

 (
8
)

課
題

研
究

演
習

Ⅰ
，
課

題
研

究
演
習
Ⅱ

専
門

基
礎

演
習

社
会

科
学

研
究

法

コ
ア
専

門
科
目

A
 (

1
0
～

1
4
)

B
 (

8
～

1
6
)

C
 (

8
～

1
2
)

国
際
政

治
学

研
究

Ⅱ
経

済
地

理
学

研
究

Ⅰ
多
文
化
関
係
学
研
究

多
文
化
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
論

研
究
，
グ
ロ
ー
バ

ル
化

と
地
域

開
発
研

究
，
社
会
事
業
史
研
究
Ⅰ
，
地
誌
学
研
究
Ⅰ
，

地
域
社
会
論

研
究

Ⅰ

拡
充

専
門

科
目

A
, 
C

 (
2
～

6
)

B
(4
～

8
)

公
共
政

策
論

研
究

Ⅰ
比
較
文

化
論

研
究

Ⅰ
行

政
法

研
究

Ⅱ
比

較
文

化
論

研
究

Ⅰ
経
済
政
策
研
究
Ⅱ

キ
ャ
リ
ア
支

援
科
目

A
 (

2
)

C
 (

2
～

4
)

実
践
的
キ
ャ
リ
ア
デ
ザ

イ
ン
論

実
践
的
キ
ャ
リ
ア
デ
ザ
イ
ン
論

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ

研
究

科
共

通
科
目

A
, 
B

, 
C

 (
2
)

持
続
可
能
な
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
デ
ザ

イ
ン
論

＊
専

門
基
礎
科
目
＊

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
と
人

間
社

会
Ⅰ

＊

大
学

院
共

通
科
目

A
, 
C

 (
2
)

B
(0
～

4
)

ア
カ
デ
ミ
ッ
ク
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
＊

ア
カ
デ
ミ
ッ
ク
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
＊

人
間

シ
ス
テ
ム
基
礎

論
Ⅰ
＊

，
持

続
社

会
シ
ス
テ
ム
論
Ⅱ
＊

グ
ロ
ー
バ
ル
な
視
点
で
国

内
外

の
地

域
を
比

較
し
な
が

ら
，
地

誌
学

を
専

門
に
，
国

際
的

な
地

域
間

ツ
ー
リ
ズ
ム
に
よ
る
地
域
課
題
解
決
と
交
流
活
性

化
に
資
す
る
能
力
を
身

に
つ
け
る
こ
と
を
目

的
と
し
た
モ
デ
ル

。

＊
は

１
単

位
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履
修
モ
デ
ル
（
法
学
・
行
政
学
コ
ー
ス
）

科
目

区
分

履
修

タ
イ
プ

A
（
一

般
専

門
教

育
）

履
修

タ
イ
プ

B
（
リ
カ
レ
ン
ト
専

門
教
育

）
履

修
タ
イ
プ

C
（
留

学
生

専
門

教
育

）

修
士

論
文

（
特

定
課

題
研

究
）

研
究

指
導

科
目

A
, 
B

, 
C

 (
8
)

課
題

研
究

演
習

Ⅰ
，
課

題
研

究
演
習
Ⅱ

専
門

基
礎

演
習

社
会

科
学

研
究

法

コ
ア
専

門
科
目

A
 (

1
0
～

1
4
)

B
 (

8
～

1
6
)

C
 (

8
～

1
2
)

行
政
法

研
究

Ⅱ
社

会
保

障
法

研
究

Ⅱ
商
法
・
経
済
法
研
究
Ⅱ

国
際

法
研

究
Ⅰ

，
労

働
法
研

究
Ⅰ
，
比

較
法

研
究
Ⅰ

，
行

政
学
研
究
Ⅰ
，
公
共
政
策
論
研
究
Ⅰ

拡
充

専
門

科
目

A
, 
C

 (
2
～

6
)

B
(4
～

8
)

地
方
自
治
論

研
究

Ⅰ
グ
ロ
ー
バ
ル
化

と
地

域
開

発
研

究
社

会
事

業
史

研
究

Ⅰ
地

域
社

会
論

研
究

Ⅰ
監
査
論
研
究
Ⅰ

キ
ャ
リ
ア
支

援
科
目

A
 (

2
)

C
 (

2
～

4
)

実
践
的
キ
ャ
リ
ア
デ
ザ

イ
ン
論

実
践
的
キ
ャ
リ
ア
デ
ザ
イ
ン
論

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ

研
究

科
共

通
科
目

A
, 
B

, 
C

 (
2
)

持
続
可
能
な
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
デ
ザ

イ
ン
論

＊
専

門
基
礎
科
目
＊

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
と
人

間
社

会
Ⅰ

＊

大
学

院
共

通
科
目

A
, 
C

 (
2
)

B
(0
～

4
)

ア
カ
デ
ミ
ッ
ク
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
＊

ア
カ
デ
ミ
ッ
ク
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
＊

人
間

シ
ス
テ
ム
基
礎

論
Ⅰ
＊

，
持

続
社

会
シ
ス
テ
ム
論
Ⅱ
＊

地
方
公
共
団
体
，
企

業
，
非

政
府

・
非

営
利

団
体
（
社

会
福

祉
法

人
等

）
の

様
々

な
現

場
で
，
法

的
な
思

考
や
知
見
を
活
か
し
な
が
ら
課
題
を
解
決
で

き
る
能

力
を
身
に
つ
け
る
こ
と
を
目

的
と
し
た
モ
デ
ル

。

＊
は

１
単

位
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履
修
モ
デ
ル
（
経
済
学
・
経
営
学
コ
ー
ス
）

科
目

区
分

履
修

タ
イ
プ

A
（
一

般
専

門
教

育
）

履
修

タ
イ
プ

B
（
リ
カ
レ
ン
ト
専

門
教
育

）
履

修
タ
イ
プ

C
（
留

学
生

専
門

教
育

）

修
士

論
文

（
特

定
課

題
研

究
）

研
究

指
導

科
目

A
, 
B

, 
C

 (
8
)

課
題

研
究

演
習

Ⅰ
，
課

題
研

究
演
習
Ⅱ

専
門

基
礎

演
習

社
会

科
学

研
究

法

コ
ア
専

門
科
目

A
 (

1
0
～

1
4
)

B
 (

8
～

1
6
)

C
 (

8
～

1
2
)

金
融
論

研
究

Ⅱ
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
論

研
究
Ⅱ

理
論
経
済
学
研
究
Ⅱ

金
融
論
研
究

Ⅰ
，
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
論
研
究

Ⅰ
，
ア
ジ
ア
経

済
論

研
究
Ⅰ

，
経
済
政
策
研
究
Ⅰ
，
労
働
経
済
論
研
究
Ⅰ

拡
充

専
門

科
目

A
, 
C

 (
2
～

6
)

B
(4
～

8
)

民
法
研

究
Ｂ
Ⅰ

商
法
・
経
済

法
研

究
Ⅰ

経
済

地
理

学
研

究
Ⅰ

社
会

調
査

法
研

究
Ⅰ

多
文
化
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
論
研
究

キ
ャ
リ
ア
支

援
科
目

A
 (

2
)

C
 (

2
～

4
)

実
践
的
キ
ャ
リ
ア
デ
ザ

イ
ン
論

実
践
的
キ
ャ
リ
ア
デ
ザ
イ
ン
論

イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ

研
究

科
共

通
科
目

A
, 
B

, 
C

 (
2
)

持
続
可
能
な
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
デ
ザ

イ
ン
論

＊
専

門
基
礎
科
目
＊

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
と
人

間
社

会
Ⅰ

＊

大
学

院
共

通
科
目

A
, 
C

 (
2
)

B
(0
～

4
)

ア
カ
デ
ミ
ッ
ク
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
＊

ア
カ
デ
ミ
ッ
ク
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
＊

人
間

シ
ス
テ
ム
基
礎

論
Ⅰ
＊

，
持

続
社

会
シ
ス
テ
ム
論
Ⅱ
＊

社
会
の
変
化
を
意
識
し
，
貧

困
・
格

差
・
ジ
ェ
ン
ダ
ー
等

の
問

題
意

識
を
包

含
す
る

SD
Gs

等
の

現
代

的
・
先
進
的
テ
ー
マ
を
扱
う
こ
と
で
，
よ
り
広
い
視
野

の
も
と
に
市
場
・
制
度

デ
ザ

イ
ン
能

力
，
ビ
ジ
ネ
ス
デ
ザ

イ
ン
能

力
を
身

に
つ
け
る
こ
と
を
目

的
と
し
た
モ
デ
ル

。

＊
は

１
単

位
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履
修
モ
デ
ル
（
地
域
政
策
研
究
（
社
会
人
）
コ
ー
ス
）

科
目

区
分

履
修

タ
イ
プ

B
（
リ
カ
レ
ン
ト
専

門
教
育

）

修
士

論
文

（
特

定
課

題
研

究
）

研
究
指

導
科

目
(8

)
政

策
特

定
課

題
研

究
演

習
，
政

策
プ
レ
ゼ
ン
研
究
演
習

専
門

基
礎

演
習

社
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○茨城大学人文社会科学部研究倫理委員会細則

(趣旨)

第1条 この細則は、茨城大学における人を対象とする研究に関する倫理規程(平成

27年規程第106号。以下「倫理規程」という。)第5条第3項の規定に基づき、茨城

大学人文社会科学部研究倫理委員会(以下「委員会」という。)の組織及び運営に

関し、必要な事項を定める。

(任務)

第2条 委員会は、茨城大学人文社会科学部(以下「本学部」という。)の教員から

申請のあった人を対象とする研究(人を対象とする医学系研究及びヒトゲノム・

遺伝子解析研究を除く。)の実施の適否等について、倫理的、科学的な観点から

審査し、学部長を経由して学長に対して文書により意見を述べるものとする。

2 前項の場合において、委員会は、申請のあった研究計画が人を対象とする医学

系研究又はヒトゲノム・遺伝子解析研究に該当すると判断した場合は、その審査

を茨城大学生命倫理委員会に委ねなければならない。

3 委員会は、本学部において実施中の研究に関し、学部長を経由して学長に対し

て、その研究計画の変更、中止その他必要と認める意見を述べることができる。

4 委員会は、前3項に掲げるもののほか、茨城大学生命倫理委員会から付議された

事項を審議する。

(組織)

第3条 委員会は、次に掲げる者をもって組織する。

(1) 学部長が指名する副学部長 1人

(2) 学術委員会委員 2人

(3) その他学部長が必要と認める者

2 前項に掲げる委員は、学部長が任命する。

3 第1項に掲げる委員が、審査対象となる研究の研究責任者又は研究担当者となっ

た場合は、当該議事に加わることができない。ただし、委員会の求めに応じて、

会議に出席し、説明することができるものとする。

(任期)

第4条 前条第1項に掲げる委員の任期は、2年以内とし、再任を妨げない。

2 欠員により補充された委員の任期は、前任者の残任期間とする。

(委員長)

第5条 委員会に委員長を置き、第3条第1項第1号に掲げる委員をもって充てる。

2 委員長は、委員会を招集し、その議長となる。

3 委員長に事故があるときは、委員長があらかじめ指名した委員が、その職務を

代行する。

(会議)

第6条 委員会は、委員の過半数の出席がなければ会議を開くことができない。

(委員以外の者の出席)

第7条 委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求めて、そ

の意見を聴くことができる。

2 前項に規定する場合において、委員会は、当該研究の関係者の出席を求め、そ

の研究について説明を受け、又は意見を聴くことができる。

(平成29年3月15日細則第18号)

【資料８】
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(迅速審査手続)

第8条 迅速審査手続については、倫理規程第11条の規定を準用する。

(守秘義務)

第9条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。委員を退いたあと

も、同様とする。

(庶務)

第10条 委員会の庶務は、人文社会科学部事務部において処理する。

(雑則)

第11条 この細則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、別に定

める。

附 則

この細則は、平成29年4月1日から施行する。
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